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(1) 行財政需要の増大
小松和生
昭和22年の憲法および地方自治法施行，翌23年の地方財政法制定とi日内務省の廃止で，戦後地方
自治体の行財政権は制度上の成立をみたが，当時，国家財政が終戦処理費や民間企業の救済費（価
格差補給金〉に，その60%以上を投入して一般行政費を圧縮していたこともあって， 6.3制教育や
自治体警察，農地改革等の民主化政策や戦後復興事業にともなう行財政需要の増大に対しては，そ
の多くを地方自治体が負担するところとなった。そのため，富山県でも行政事務や財政規模が膨脹
し， 敗戦直後の昭和20年予算編成では， 「政府ノ方針ニ基キマシテ絶対緊縮方針ヲ以テスル」（吉
武知事「予算編成ニ関スル説明」〉とされていたのが，翌21年になると「戦災又は終戦による一般に
歳入は著しく減少したにも拘らず，物価の昂騰，戦災復興その他戦後対策費の増加等その財政需要
は却て著しく膨脹」（富山県内務部長より地方事務所長， 市町村長への「地方財政の運営に関する
件依命通牒」〉するというきびしい状況に至ったのである。
実際にこの時期の県財政の動向をみても，歳入では，一般会計が昭和20～25年期に実に38倍，特
別会計が13倍，総計で36倍となり，一方，歳出では，一般会計が同期に42倍，特別会計が20倍，総
計では41倍となって，インフレの進行と相まって急膨脹していたことが明らかであった。また県財
政総額の中で占める一般会計と特別会計との割合についてみると，昭和20年では歳入で90%対10%,
歳出で93%対7%であり，昭和25年に至っても歳入で96%対4%，歳出で97%対3%であって，一
般会計の比重が逆に上昇していたことが分る（別表l参照〉。
(2）一般会計歳出
以上のような状況と対応して，まず一般会計歳出の動向を通して，敗戦直後の県行財政に対する
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需要について， L、くつかの特徴となるところを把握しておきたい。まず一般会計歳出の主要な構成
をみると，昭和20年では総額0.92億円のうち，産業経済費（農林水産業費と商工業費） 24.7%，土
木費17.1%，教育費15.9%となヴており，保健衛生費0.4%や社会（民生費〉および労働費0.8%は
極めて低く，結局，国家財政における一般行政費圧縮のために農地改革費や6.3教育費，復興事業
費等に多数されていたことが判明する（別表2参照〉。
こうした状、況は，昭和23年の財政的危機や昭和24年の「九原則の要請している予算の均衡」のた
め「不要不急の事業は中止又は繰延べの方針」（県報号外昭24.9.30）によって，一般会計歳出の伸
びも，昭和20～21年期の3.0倍，昭和21～22年期3.1倍，昭和22～23年期2.7倍から昭和23～24年期
には1.5倍，昭和24～25年期1.1倍と漸次そのテンポが低下ないしは停滞するとし、ぅ状況に移行した
が，「災害復旧，治山治水，造林，道路橋梁の改良及び補修，林道開設，土地改良及び農業水利改
良，災害防除及び砂防，富山戦災復興等の事業については特に格段の意を注ぐ」（向上）ことが必
要とされ，したがって昭和25年の歳出構成においては，産業経済費20.8%，土木費27.1%，と産業
関連費の比重が，保健衛生費1.4%，社会及び労働費5.3%等に比較して圧倒的に高く，教育費25.1 
%と並んで、県財政の中軸となったのである。
(3) 特別会計歳出
次に，特別会計歳出（県営事業〉についての概要は表1-1に示される。県財政総額の中で占め
る特別会計の割合が，一般会計に比較してこの期には極めて低かったことは先述した通りである
が，そのような枠内においても，昭和20～21年期における主要な県営事業として，電気・鉄道事業
に58～37%，都市計画事業に14～31%，自作農創設費に6～13%等を投入して，戦後の民主化政策
と都市復興事業の一端を促進しつつあったことが分る。
表 1ー 1 敗戦直後の県営事業（特別会計歳出決算）
昭和 20 年 昭和 21 年
恩 賜 金 事 業 0.2% 3.1% 
元富山県営水力電気並鉄道事業資金 58.4 36.9 
県立学校実習資金その他 13.6 l. 4 
権 災 救 助 基 金 l. 6 3.4 
診 療 所 費 0.7 l. 9 
自作農創設維持資金 5.7 13.4 
作 業 資 金 0.4 0.4 
森 林 事 業 資 金 3. 1 6.4 
中小商工業資金融通損失補償準備金 0.0 0.1 
都 市 言十 画 事 業 14. 1 30.8 
県営土石採取事業費 l. 7 l. 0 
そ の 他 0.5 l. 1 
言十 100.0 (68.74万円〕 (1663.0万円〉
『富山県統計書』各年次より作成。
（注〉 昭和21年合計には明らかなミスがあったので訂正した。
(4) 一般会計歳入
①県税
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以上のように，敗戦直後における県行財政需要の増大とそれに伴う歳出の増大にもかかわらず，
国債とアメリカの対日援助資金と並んで‘補給金財源の主要な源泉である国税の重課が加わり，イン
フレ進行のために地方財源は極度に庄迫された。そのために昭和21年9月地方税法の改正が行われ
て，地方自治体が国税である地租や営業税・所得税等に直接付加課税する付加税の税率引上げをはじ
め，県民税の新設，府県に対する法定外独立税設定の権限の付与等が実施されることになった。表
1 2によると，この改正によって昭和20年から翌21年にかけて独立税が比重を5.7%から 31.4% 
に上昇させ，配布税も50～70%台を維持することができるようになったことを示している。さらに
翌22年3月の地方税法の改正によって，地租，家屋税，営業税，遊興税等の国税が県税へ移譲され
費目国税附加税が同22年から23年にかけ急減し，それに代って独立税と配布税とが県税の主要構成
て，となるに至った。しかし，このような改正にもかかわらず，税収の不足は移しくて「国及地方
ノ財政逼迫ノ根本的性格ハ『インフレ』進行ニ因ル物価騰貴ノ為財政需要増大ノ速度ニ対シ之ヲ充
実スベキ財政収入ノ増加ガ対応シ難イ」〈「昭和22年度県財政および予算編成についての富山軍政部
長に報告刀という状況であった。
表1-2 敗戦直後の県税構成
昭和 20 年 昭和 21 年 昭和 22 年
国税附加税 17.1% 15.9% 1.0% 
独 立 税 5.7 31. 4 36.7 
日 的 税 4.3 0.2 0.7 
地方配布税 75.0 53.6 61. 6 
計 100.0 100.0 100.0 〔0.14億円〕 (0.44億円〕 〔3.09億円〕
『富山県財政概況』〈県報号外昭社24年9月30日〉より作成
昭和 23 年
0.1% 
47.7 
0.9 
51. 4 
100.0 
(7.85億円〕
かくて昭和22年12月地方税法の改正によって県民税の増徴が行われ，翌23年7月地方財政法公布
（地方財政権の成立）に基づいて，同7月31日富山県税賦課徴収条例が制定されて，同 2条で県税
として独立税や事業税，目的税たる都市計画税等が確定されたのである。こうして県財政歳入中に
占める県税の割合は，昭和20年の13.1%から昭和24年の38.3%へと飛躍的に上昇した。
② 国庫支出金
以上のような県税に対して，国から補助金，負担金および委託金等の形で資金の使途を明示して交
付される国庫支出金は，逆に昭和20年の50.8%から昭和24年の40.8%へ，さらに昭和25年の34.4%
へとその比重を低下させた。国庫支出金の総額は，昭和25年の場合， 13.69億円であったが， その
使途についてみると，土木費51.9%，産業経済費34.7%に多くが投入され，社会労働施設費7.1%, 
保健衛生費1.4%，教育費0.6%等はきわめて低率であったことが判明する。
③県債
一般会計および特別会計歳出構造についてみたように，敗戦直後の増大する財政需要に対して県
財政の歳入不足は，最終的には県債への依存に帰結せざるを得ず，こうして歳入構成に占める県債
の割合が昭和20年の15.3%から昭和22年の23.7%へ急上昇したのである。
今，表 1-3より昭和22年の県債目的別残高をみると，一般会計分87.7%のうち，職員給与費
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26.5%，普通土木費18.7%，災害復旧費30.2%等が主要なものであり，特別会計分12.3%は電気事
業費であったが，この残高を県民1人当り負担額として計算してみると， 321円となり，この額は
同年のサラリーマン月給全国平均1950円の34%にものぼる高率な額であったことが分る。
表1-3 敗戦直後の県債目的別残高
昭和 22 年 昭和 25 年
教 育 費 0.6% 0.0% 
警 察 消 防 費 0.8 1. 2 
保 健 衛 生 費 0.3 0.0 
一 普 通 土 木 費 18.7 20.9 
農 業 土 木 費 2.0 3.6 
般 産 業 経 済 費 4.5 2.9 
社 $; 3、 及 労 働 費 0.0 2.2 
会 職 員 給 与 費 26.5 
戦 災 復 ！日 費 2.8 3.8 
計 災 害 復 ！日 費 30.2 57.6 
そ の 他 1. 2 4.5 
87.7 97.0 
特会別
元県一気並向資金｜ 12.3 2.3 
富山復興都市計画事業費 0.7 
言十
計｜ 12.3 3.0 
ム日 言十 100.0 (3.18億円〕 (12.9億円〉
昭称22竿はT県報号外』〈昭和24年9月30日〉昭和25年は『富山県統計書』より作成
このような県民の負担に相当する県債についての借入先別構成をみると，昭和23年の残高5.02寵
円の場合，大蔵省預金部からの3.63億円（72.4%）で過半を占め，他は市中銀行0.34億円（6.8%),
その他保険会社等0.32億円（6.4%）等となっており，当時においては国家資金への依存がきわめ
て根強かったことが明らかである。このようにして，敗戦直後の行財政需要の増大にともなって，
県債が累積してく一方で，昭和23年度富山県財政は赤字決算を計上したので、ある。
(5) 県財政の危機とシャウプ税制
かくて昭和23年4月知事代理高辻副知事は，「災害復旧費が毎年莫大に上り，県の財政を極度に
圧迫している」として財政危機を訴えた。インフレ進行の中で、職員給与支払への不安も拡大したの
である。このような状況の下で，同年7月に政令201号による公務員の争議権停止令に基づいて，
翌24年には公務員の政治活動を制限した県公安条例が制定された。まさしく県内版戦後民主主義の
危機の到来をつげるものであったと言えよう。こうして，政治的危機をともなう財政危機，就中，
地方財政の危機を回避することが全国共通の最大の急務であると認識されるに至り，かくて昭和24
年3月ドツジライン〈日本経済安定化計画〉実施にともなって，歳出大幅カ y トと増税とを基本的内
容とする超均衡予算を骨子としたシャウプ税制改苧の勧告が，インフレ収束策として打出されたの
である。
しかし，昭和23年7月の地方財政法とともに，地方配布税法公布で，地方分与税から再び配布税
に戻り，所得税や法人税が税源となることで好転しかけた県財政にとっては，このシャウプ勧告は，
災害復旧費補助の削減や6・3制教育実施にともなう教室増築費への全額削除等で，国庫支出金の比
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重が昭和24年の40.8%から翌25年の34.4%へ低下したこと，また県債も前年の4.3%のみの許可の
ために，昭和24年の14.0%から翌25年の8.6%へ低下，さらには昭和24年4月地方配布税法の特例
に関する法律で，昭和24年に限り地方配布税繰入率が16.2%と大きく削減されたこと等が重複し合
って，むしろ大きな打撃となったのである。
したがって，昭和24年度県議会では，予算案の大幅減額修正を余儀なくされて，小学校教員削減
等が提案されるが，その程度での切り抜けは難しく，増税必至の状況に至る。以上のシャウプ勧告
と県財政とのかかわり合う状況については，昭和24年度予算案提案理由説明で，高辻知事が， 「明
年度予算の編成に当り〈中略〉最も肝要なる事柄は，経済九原則が指示するところのいわゆる健全
財政の主義に則りまして，堅実なる収支の均衡を保持すべき点にあります〈中略〉人件費の節減に
関しましては，近く行政整理に関する政府の指示を待ちまして適当に処理いたしたい〈中略）現行
の地方財政税制制度におきましては，税収入は勿論税外収入におきましても極めて困難なる制約を
受けておるのでありまして〈中略〉県民税及び地租，家屋税におきましては，前年度に比し約2割8
分の増率，その他事業税，入場税，遊興飲食税及び不動産取得税におきましてそれぞれ相当額の自
然増加を見込むこと又配布税におきましても23年度交付実績のうち中央指示の最高限度までこれを
見積ることといたしましたので，その結果税収入におきましては，独立税6億3,899万余円， 目的税
2, 128万余円，配布税3億7,156万余円を計上いたしましたのであります（中略〉特に県立学校授業
料におきましては，約3割程度の引上を行った次第」であると的確に述べている点で明白であろう。
こうして、ンャウプ勧告の一環として昭和25年5月に，地方自治体の財源保障と財政力格差の調整
を原則とした地方財政平衡交付金法が公布された。また同7月には地方税法の改正で従来の付加税
制度が全廃となり，それに代って市町村税としては住民税，固定資産税を2大支柱とし，鉱山税，
自転車税等の直接税や電気ガス税，入湯税等の間接税が独立税として拡充され，県税としては鉱区
税，自動車税等の直接税や入場税，遊興飲食税等の間接税が独立税として拡充されて，各々の税収
入を増加させ，財政危機は一応回避されるが，一方では，住民の重課と国政委任事務の増大等，漸
次，地方自治，とくに市町村優先の建前が揺らぎはじめたのである。
I 転換期の県財政
(1) 国土総合開発と第l次富山県総合開発計画
昭和25年国土総合開発法が制定されて，食糧増産，電源（多目的ダム〉開発が推進されることに
なるが，同年6月には朝鮮戦争が勃発して特需景気がもたらされ，昭和27～28年期には戦前の工業
水準が回復された。昭和27年制定の電源開発促進法は国土総合開発法よりも優先適用をうけ， 「多
目的」よりも「発電専用」ダム投資が促進されたのである。こうした動向に対応し，また特需の終
了を予測して，同27年に企業合理化促進法が施行されたが，この促進法こそ，まず第一に，昭和28
年の独禁法改正や不況カルテノレ，合理化カルテルにそう企業合理化を促進させるものであり，これ
までの補助金中心の価格支持政策から，まさに構造政策へ移行させようとするものであった。また
第こには，国土総合開発法の目的である産業立地〈道路・港湾〉の条件を整備し，既存工業地帯の
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整備とともに新しい工業地帯（鉄鋼・石油基地〉を造成しようとするものであったと言える。した
がって，この促進法に呼応して昭和29～33年期間の道路整備5ヶ年計画が立案・実施され，また昭
和30年には石炭合理化臨時措置法が制定されたのである。こうして第三には，そのために公共性を
理由として，国庫補助金，助成金交付が租税特別措置（企業減税〉と同一歩調をとって実施されよ
うとする合理化法に他ならなかった。
昭和27年飛越総合開発計画や同年1月第2次高辻県政の下で策定された第l次富山県総合開発計
画は，まさしく国政レベルの開発政策の一環として組み込まれて形成されたものであったが，この
ような動向の中で同27年から29年にかけて県財政の危機が再燃するのである。
(2) 県財政危機と企業誘致
シャウプ税制勧告にもとづいて，昭和25年5月地方財政平衡交付金法が公布され，同7月の地方
税法改正によって住民負担の増大をともないながらも，付加税制全廃とともに独立税が拡充されて，
国土総合開発や電源開発のための財源的基盤の強化がはかられたが，さらには，翌26年3月にも地
方税法の改正によってシャウプ勧告に基づく市町村民税，法人割が新設され，財源基盤の強化が促
進された。しかし，そのような強化策にもかかわらず，同26年8月には全国知事会が，「府県行政
は自主財源30%で著しく独立に乏しく国の施策は年々増嵩するも，農村の多い府県における税収は
殆んど閏定L，政府施策にともなって生ずる府県負担に堪え得ない事情にある」（地方自治資料10
号〉という声明を出して窮状を訴えるほど，地方財政は深刻な危機的状況を進行させていたのであ
る。事実，昭和25～29年期に地方自治体財政は，全国的に赤字決算計上を蔓延させるが，その原因
としては， ドッジライン下における財政引き締めをはじめ，それと関連した起債大削減，特需景気
終了による経済不況等が指摘され得るであろう。しかし，より直接的な原因としては，全国知事声
明でも指摘されているように，何よりも地域開発の強行を中心とする国政推進にともなう地方財政
の歳出増大にこそあったとすべきであろう。
こうして富山県財政においても，実質赤字額は昭和24年5,300万円， 25年2億5,100万円， 26年3
億8,700万円と逐年増加し，昭和27年に至っては実に9億7,600万円の巨額に達したのである（自
治庁「県財政実態調査の結果について」〉。このような財政危機に対する解決手段として，富山県で
は税収増をめざす企業誘致やそのための基盤整備・地域開発が一層促進されたのであった。当時の
富山県における工業誘致対象企業数と事業税減免額をみると，昭和26年で対象数15社，減免額l億
1,581万円，同27年で同21社， 9784.7万円，同28年22社， 6222.8万円，同29年26社， 4676.1万円
同30年19社， 3636.1万円，同31年22社， 2299.5万円となり，合計125社， 3億8200.3万円にのぼっ
た。富山県が企業誘致を中心にした総合開発計画をいかに積極的に推進したかを示しているものと
言うことができょう。
(3) 地方行財政の合理化
以上のような地方財政危機に対して，地方行財政の合理化が，先にみた企業合理化促進法の実施
と併行して促進されることになった。すなわち，昭和26年リッジウェイ声明による占領政策の「行
きすぎ是正」と関連して設置された政令諮問委員会の答申こそ，その起点であると言えるが，その
内容は，シャウプ勧告とはまさに対照的とも言える中央集権化の構想が強く打ち出され，地方行財
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政の転換が迫られるものとなっていたことにある。こうして昭和26年9月地方行政簡素化本部が発
足し，同年自治体警察の廃止，翌27年8月には地方自治法が改定されて地方議会の権限が縮少され，
中央集権体制が強化された。同年8月には地方公営企業法が制定されて地方行政事務のうち，水道，
軌道，自動車，地方鉄道，電気ガスの6事業を分離して独立採算制を導入し，住民には利用者（受
益者〉負担が課されることになった。病院，観光施設にも適用拡大されたのである。こうして同8
月地方制度調査会が発足して，シャウプ地方自治の修正のため町村合併が主張され，翌28年9月町
村合併が開始されることになった。さらには，昭和29年5月地方財政平衡交付金制度が廃止されて
財政保障としての全額補填方式が解消し，地方交付税制度が新設されて国税三税（所得税，法人税，
酒税〉の一定率（当初20%）を調整財源とする枠がはめられることになった。同5月には入場税の
国税移管と入場税譲与税法の成立等，国税の府県への譲与と引き替えに，政府の府県収入に対する
関与が発生するところとなったのであるの
(4) 一般会計歳入
以上みてきたような企業合理化と地方行財政合理化の促進とを挺にした電源開発と産業基盤整備
が促進され，それと対応した第l次富山県総合開発計画が促進される中で，県財政の動向をみると，
まず第ーに，昭和20～25年期の一般会計・特別会計総計で，歳入が35.6倍，歳出で40.8倍と異常な
伸びであったのに対し，昭和25～30年期では歳入・歳出ともに2.3倍と低下し，シャウプ税制勧告
によって鎮静化したことが指摘できる。第こには，一般会計と特別会計との制合が，歳入では昭和
25年の96.4%対3.6%から昭和30年の90.8%対9.2%，歳出では昭和25年の96.5%対3.5%から昭和
30年の90.8%対9.2%と各々が推移して，特別会計の比重を高めたことを指摘することができる。
第三に指摘できることは，伸び率も歳入で一般会計が2.2倍に対して，特別会計が5.9倍，歳出でも
一般会計が2.2倍に対して特別会計が6.1倍とし、う推移にみられるように，特別会計の上昇が地域開
発政策，地方行財政の合理化促進，とくに地方公営企業法の制定等と対応して顕著であったことで
ある（別表1参照〉。
①県税
以上のような状況下で、の昭和25～30年期の富山県財政一般会計の歳入構成について，その動向と
特徴についてみておきたい。 まず総額では同期間中に40.3億円から94.0億円へ2.2倍の増大を示し
たが，そのうち県税は，昭和20～25年期にシャウプ勧告で、独立税が拡充されたために，その比重を
13. 1%から20.3%へ上昇させたが，昭和25～30年期では， 20.3%から17.8%へ特需後の不況と税源
基盤の脆弱性を反映して，逆に低下した。これについては，その他の原因として考えられるのが昭
和26年11月地方税法改正による法人税割，法人事業税の徴収猶予制度であり，昭和28年8月の同法
改正による個人事業税・特別所得税の基礎控除引上げ等であろう。表2-1の県民所得と税負担の
比較をみても，昭和25～30年期には，租税総額が27.0億円から95.7億円に3.5倍増大する中で， 国
税が7.8%から51.3%に比重を高めたのに対して，逆に県税の方は30.0%から16.0%に， また市町
村税も62.2%から32.7%に各々その比重を低下させていることが分る。
②地方交付税と国庫支出金
歳入構成中，県税の以上のような動向に対して，次に地方財政平衡交付金をみると，その比重は
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県民分配所得 租税総額
A B 
億円 億円
昭和25年 434.4 27.0 
昭和30年 738.7 95.7 
昭和35年 1215.3 205. 7 
昭和40年 2367.5 301. 7 
5323.0 837.2 
昭和50年 11648.9 1670.5 
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表2-1 県民所得と税負担
地 方
国 税
税
県 税 市町村税
C f c/B D [c/D 
億円 %億円 %i 億円 % 
2. 1 7.8 8.1 30.0 16.8 62.2 
49. 1 51. 3 15.3 16.0 31. 3 32.7 
80.8 39.3 35.2 17. 1 89.7 43.6 
151. 3 50. 1 67.8 22.5 82.6 27.4 
482.7 57.7 194. 1 23.2 160.4 19.l 
891. 5 53.4 347.4 20.8 431. 6 25.8 
B/A C/A D/A E/A 
% % % % 
6.3 0.5 1. 9 3.9 
12.9 6.6 2.1 4.2 
16.9 1. 4 2.9 7.4 
12.7 6.4 2.9 3.5 
15. 7 9. 1 3.6 3.0 
14.3 7.6 3.0 3.0 
昭和25年では27.5%であったが，昭和29年5月に地方財政平衡交付金制度が廃止されて，新たに地
方交付税制度が創設され，それにともない設定された地方交付税と地方譲与税の合算額の昭和30年
における歳入構成比をみると24.1%と，昭和25年の平衡交付金の時期よりも低下した。しかし，そ
れでも，富山県の場合，全国平均と比較すると，地方交付税の比重は高く，中央依存的性格の一端
を示すものであったと言える。
次いで国庫支出金についてみると，その比重は，昭和25～30年期には34.4%から37.4%に上昇し
ているが，その主な原因は，昭和27年8月義務教育国庫負担制度が実施され，また翌28年8月に公
立学校施設費国庫負担法が公布されたこと等にある。表2-2により国庫支出金の使途別内訳をみ
ると，同期間に土木費が51.9.9ぎから20.4%に低下したのに対して，教育費が0.6%から31.8%急上
昇していることがそのことを示している。それと同時に，土木費，教育費とともに3大費目とされ
る産業経済費が34.7%から36.3%に徴上昇し，しかも教育費を上まわる比重を占めていたのに対L,
社会（民生〉及び労働費は7.1.9ぎから7.4%にとどまり，保健衛生費は1.4%から1.6%ときわめて低
かったことからも明らかなように，宮山県財政の中央依存・産業中心的体質が国庫支出金の構成比
を上昇させた要因で、あったことも看過できないところであろう。
表2 2 国庫支出金の使途別内訳
昭和 25 年
総務費（県庁費〉 3.1% 
警察費・消防費
土 木 費 51. 9 
教 育 費 0.6 
民 生 費
労 働 費
保健衛生費 1. 4 
産業経済費 34.7 
そ の 他 1. 2 
(13. 69億円〕
昭和25年は『富山県統計書』〈昭和25年版〉
昭和30年は『富山県財政の概況』〈昭和30年版〉
昭和35年は『富山歳入歳出決算書』より各々作成。
昭和 30 年
0.1% 
1. 2 
20.4 
31. 8 
1. 6 
36.3 
0.9 
(28.67億円〕
昭和 35 年
0.5% 
1. 1 
10. 1 
34.6 
6.4 
0.3 
1. 6 
21. 6 
1. 1 
100.0 
(43.86億円〉
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③県債
最後に，富山県財政にとって不可欠の歳入項目であり，かつ政府にとっては起債許可制jを通じて
地方財政の統制・地方支配の有力な手段である県債について検討しておこれまず歳入に占める割
合は，昭和25年の8.6%から同30年の8.8%に徴上昇したにとどまっていたが，同期間中に県債の累
積残高が4倍も増大した点を指摘しておかなければならないであろう。
そこで，表2-3より県債残高の目的別構成についてみると，昭和25年の一般会計分では土木費
に20.9%，産業経済費に2.9%，災害復旧費に57.6%等と以上の3費目に80%が投入されていたこ
と，特別会計では，電源開発政策の促進によって昭和30年には電気事業に3.8%が投入されはじめ
たこと等が判明する。また，このような県債に対する借入先別構成をみると，そこでは政府依存が
圧倒的で，その比重は昭和25年の91.2%から昭和30年の91.6%にものぼっている。。こうして老人
から子供まで合めた県民 1人当りの累積残高の負担額は，昭和25年で1278円という額であったが，
この額は当時のサラリーマン月給平均9224円と比較して13.9%にも相当した。昭和30年に至ると，
この負担額が5103円，同じく月給平均16,191円に対して31.5%に相当するまでに増大している。一
家4人平均とすると，昭和30年の場合，実に月給1.2ヶ月にものぼったことになるのである。
表2-3 県債目的別残高構成
昭和25年 昭和30年 昭和35年
% % % 
教 育 費 0.0 ・． 0.8 
一 警 察・消 防 費 1. 2 ・． 0.0 
保 健 衛 生 費 0.0 ・． 1. 0 
般 普 通 土 木 費 20.9 ・． 33.5 
農 業 土 木 費 3.6 ・． 3.3 
会 産 業 経 済 費 2.9 ・． 7.3 
社会労働施設費 2.2 ・． 1. 2 
計 戦 災 復 IB 費 3.8 ・． 0.5 
災 害 復 ！日 費 57.6 ・． 20.6 
そ の 他 4.5 ・． 1. 2 
計 97.0 90.8 69.5 
元県営水力電気並鉄道事業資金 2.3 3.9 6.3 
富山復興都市計画事業費 0. 7 1. 1 0.8 
特 県立中央病院費 0.1 1. 5 
別 港湾施設整備事業費 1. 5 
会 観光施設事業費 。‘2
母 子 福 祉 資 金 0.3 0.2 
計 電 気 事 業 費 3.8 19.9 
計 3.0 9.2 30.5 
l日>. 言十 100.0 (12.9億円〉 (52.1億円〉 (120.5億円〕
県民 1人当り負担額 11802円
昭和25年は『富山県統計書』〈昭和25年版〉
昭和30年は『富山県の財政概況』〈昭和30年度〉
昭和35年は『富山県史現代・統計図表』より各々作成
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④ 財源の性格
以上の歳入を，使途の制約なく自主的に使用できる一般財源（県税，地方譲与税，交付税等〕と
使途の制約があり自主的に使用できない特定財源（国庫支出金，使用料，寄付金，分担金および県
債〉とに分けてみると（別表2参照〉，昭和25年では一般財源の47.8%に対して特定財源52.2%であっ
たが，昭和30年には同じく41.9%に対して58.1%と特定財源が拡大したことが分る。また県税，分
担金，使用料等自ら調達できる収入である自主財源と交付金，国庫支出金や県債等，自主的には調
達できない収入である依存財源とをみると，昭和25年では自主財源が29.5%に対して依存財源が
70.5%であったのに対して，昭和30年に至ると，自主財源が39.8%に対して依存財源が60.2%とな
りやや改善されていたことになるが，看過してはならない点は，依然その過半が依存財源で占めら
れていた事実であろう。このように県財政歳入構造の特徴は，特定・依存という従属的財源でその
過半が占められ，就中，借金財政の体質を一層深化しつつあったということに求めることができよ
う。
(5）一般会計歳出
① 目的別経費
以上の構入構造に対応する同期間中の歳出構造について検討しておこれまず第ーに明らかなこ
とは，総額では38.9億円から85.4億円に2.3倍の増大を示したが，そのうち産業経済費（農業・商
工業〕が20.8%から17.9%に（伸びは1.9倍〉，土木費が27.1%から18.6%に〈同1.5倍〉，と，企業合
理化促進に基づく電源開発，産業立地条件の整備等の促進にもかかわらず，経済的不況下での赤字
決算という財政逼迫の状況で，やや停滞したのに対して，教育費は25.1%から31.3%への上昇，伸
びも2.7倍と，教育国庫負担制度の確定によって増大したことである〈別表2参照〕。ただし， 教育
費がトップであることと教育を重視していることとは必ずしも同ーとは言えないのであり，制度上，
最大ならざるを得なかったことを意味する場合がある。富山県の場合，まさに制度上の要因であっ
た。
② 人件費の抑制と昇給延伸
次に，性質別経費の構成については不明であるので，人件費に限ってその特質をみておきたい。
まず歳出に占めるその比重は，昭和25年の30.6%から昭和30年の43.4%への上昇，仲びも3.1倍と
増大して，平均伸び率2.3倍を上まわったが，昭和30年時点での全国平均の人件費比率をみると，
富山県の43.4%を上まわって47.8%に達していた。しかも，このような人件費に対しても，県財政
の逼迫に伴う県職員全員給与の昇給延伸および権利放棄による財政節減策が強行されたので、ある。
すなわち，昭和28年には3ヶ月延伸， 3106.2万円，同29年3ヶ月延仲， 3151.8万円 1.5ヶ月権利
放棄， 775.0万円，同30年3ヶ月延伸， 3288.5万円， 1.5ヶ月権利放棄， 240.3万円 700円未満2ヶ
月， 700円以上3ヶ月の権利放棄， 1872.1万円とつづき，以降， 3ヶ月延伸が昭和31年3106.2万円，
同32年3151.8万円と行われた。
こうした強行策とともに，職員給与費を減少させる目的で，昭和27年120名，同29年150名が実質
整理され，昭和30年には退職賃借入れで、200名が整理されたので、ある。その結果，昭和25年の知事
部局一般職員2979名から昭和32年には2528名に減少， 451名の定数減となった。さらには，教職員
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の55才以上の勇退を求めて平均給の引下げを図り，また職員手当節減として昭和29年より宿日直手
当180円に引下げ，昭和30年1月より超勤手当8%支給から3%支給へ削減されたのである。
(6) 特別会計歳出
まず，県財政総額に占める特別会計の比重は，すでにみたように昭和25年の1.41億円3.5%から
昭和30年の8.62億円9.2%に上昇し，伸びも6.1倍と一般会計を上まわる増大となった。次に，その
構成の推移をみると，富山県復興都市計画事業費が47.53ぎから8.0%へ，県立学校実習資金が 18.4
%から4.1%へ，名々大きく比重を低下させたのに対して，県営水力電気事業費が電源開発促進策
とも対応して5.7%から67.4%へ大きく上昇させたことがきわだった特徴で、ある。その他，不二越
病院の県への移管によって県立中央病院が昭和26年に255床でスタートし，特別会計歳出で 17.7% 
の比重を占めたこと，昭和30年には泊病院が泊病院組合に移管されて，特別会計上廃止となったこ
と等があげられよう（表2-4参照〉。
表2-4 特別会計（歳出〉決算
昭和 30 年
金 額｜比 率
億円 % 
元県営水力電気並鉄道事業資金 2.65 30.7 
県営水力電気事業費 3.18 36.9 
県立中央病院 費 1. 53 17.7 
中小企業振興資金
農 業 改 良 資 金
森 林 管 理 費
港湾施設整備事業費
富山復興都市計画事業費 0.69 8.0 
県立学校実習資金 0.35 4.1 
f冨 祉 資 金 0.15 1. 7 
作 業 資 金 0.04 0.5 
財政調 整積立金
そ の 他 0.03 0.4 
l口'- 言十
昭和30年は『富山県統計年鑑』，昭和35年は『富山県歳入歳出決算書』より各々作成。
(7) 県財政赤字決算に対する諸見解
① 自治庁見解
昭和 35 年
金 額｜比 率
億円 % 
3.78 27.4 
3.11 22.6 
0.92 6.7 
0.34 2.5 
0.42 3.0 
0.33 2.4 
0.91 6.6 
0.45 3.3 
0.11 0.8 
2.91 21. 0 
0.51 3.7 
100.0 
以上みてきた富山県財政の動向から，殊に一般会計において昭和27年には9,478万円，同28年 1
億3692万円，同29年I億556万円，という連年にわたる赤字決算を計上するところとなったが， こ
れに対して自治庁では宮山県財政調査を実施し，昭和30年1月にその調査結果の報告がなされた。
それによると，第一に，実質赤字は昭和24年度から事実上継続していたことを指摘しており，した
がって富山県財政は，昭和23年の赤字決算をも加えると，敗戦直後の昭和20～22年だけを除いて，
実に恒常的な赤字財政の構造的体質に蝕まれていたことになる。第二に，そのような原因としては，
同報告によると，「（1）工場誘致条例に伴う法人事業税の減免が多額に上ること，（2）単独補助金の支
出が過大であること，（3）単独事業の執行が過大であること，（4）予算外義務負担，無許可起債の償還
- 82ー 戦後富山県財政の構造と展開
の負担が大きいこと，（5）地方債の元利償還金が増加していること，（6）直轄工事負担金の未払額が多
額であること」等を指摘しており，すべて県の責任に転嫁しながらも，比較的に的を得た内容にな
っていると言える。そして第三に，その再建策については，まず歳入に関しては「工場誘致にとも
なう法人事業税の減免条例を再検討すること」と正しい指摘を行ないながらも，一方では「県税率
の引上等により増収を図ること」ときめて安易な増税策を押付けており，歳出に関しては，手前勝
手にも人件費，補助金交付金，補助および単独事業，起債等の抑制を提示している（自治庁「県財
政実態調査の結果について」〉。
② 富山県側の反論
このような自治省の見解に対して，自治大学校研修会で富山県の一幹部職員が，財政危機の原因
について，次のように一定の反論の内容をなす報告を行なっている。すなわち，それによると，第
一は「終戦後行政機構の複雑化に伴う職員の急激なる増加と数字に亘る給与改訂による給与費の増
嵩」にもかかわらず，「国の財源措置の給与単価の是正がなされなかったこと」であり，第二は，
「国直轄河川改修事業等投資的経費の支出が多額に上るため勢い起債に財源を求めざるを得なかっ
たこと等による公債費の増加状況が著しいこと」である。さらに第三には，工場誘致による減免額
38,200万円になったこと，第四は，「地元立替による道路，建築等投資的事業」に対する無許可起
債の償還が多額にのぼったこと等をあげている。ここでの特徴は，自治庁報告と比較して，まさし
く国の責任，政策押付けによる無責任な国の姿勢をきびしく追求していることであろう。
この一幹部の報告と同様の趣旨については，昭和30年度予算編成に際して県当局も，「本県財政
の状況は，年々窮乏の度を加え，その大半は政府の地方財政に対する財源賦与不足に起因してい
る」として同見解を示していたが，一方では，工場誘致による減免措置をはじめ，借金財政，県民
負担の中央追従的開発行政の強行に対する反省するところもなく，同年8月には「今後吏らに電源
開発を強力に推進するために（中略〉河港課から独立し，土木部に電力開発室を設ける」（県営電
気事業行政の推進に関する機構改革実施要領〉という構造的矛盾の体質を自ら一層深刻化させる姿
勢を示していたのである。
皿 地方行財政の合理化と県財政
(1) 地方財政再建策と合理化の推進
富山県をも含め，全国的な地方財政危機の進行を契機にして，昭和30年12月地方財政再建促進特
別措置法が制定されたが，この措置法によって，地方自治体は「合理化Jを一層迫られると同時に，
政府の監督を一層強く受けることになった。
すなわち，それは，まず第ーに，翌31年6月の地方自治法改正による議会の定例会，常任委員会
の数制限と県機構部局の制限等の規定にあらわれたし，また向6月の新市町村建設促進法が昭和28
年以来の町村合併の一応の完了によって新たに制定され，さらには同6月教育委員会の公選制廃止
によって権限が縮少されたこと等にあらわれたものと言うことができる。そして同10月の政府によ
る「地方財政計画」の策定を通じて，自治体を国政に統轄していくことが開始された。同10月の第
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4次地方制度調査会による道州制の答申も，その延長線上に連なるものであり，そして，これらの
総仕上げこそ，昭和35年7月の自治庁の自治省への昇格であったと言うことができょう。
第二は自治体に対する指導・監督の強化として，地方債の許可にきびしい詮衡基準が設定された
ことである。この基準設定をうけて昭和34年には自治庁から各府県知事に，「赤字団体の財政再建
促進について」という通達が出され，これによって一般財源の5割以上の赤字自治体に対して再建
準用団体が適用され，地方債抑制，建設事業費への起債限定，合理化促進が強制されたので、ある。
第三は，財政再建のために昭和32年4月地方税法が改正されて，住民税が昭和34年より28%引上
げられ，それとは裏腹に法人事業税の引下げが行われたことである。こうした措置に対して，一定
率の枠をはめた交付税が調整財源として，昭和31年5月25%に引上げ，同32年5月26%，同33年27
%，同34年28.5%と漸次引上げられた。昭和35年4月地方財政法改正によって，地方自治体の支出
に対する制約強化や，地方突付税法改正による投資的経費の関係基準，財政需要の増額等も，財政
を通じた指導の強化のあらわれであったと言うことができょう。
(2) 吉田県政と修正4ヶ年計画
地方財政再建促進特別措置法を起点として以降，交付税を通じての財政調整と地方行財政に対す
る指導・監督が強化されていく中で，昭和31年9月第1次吉田県政が成立し，翌32年吉田知事によ
る初の予算提案説明が行われた。それによると，「私の重要施策としてとりあげました点は， 県土
総合開発の推進，教育の尊重，雇用の拡大，社会保障の充実及び産業の振興の5項目」であるとし
て，第一に総合開発の推進が掲げられたが，同年には事実上の第2次総合開発計画たる「修正4ヶ
年計画」が策定され，部分修正をともないながらも，電源開発，工業立地条件の整備・造成とその
手段たる交通網の整備が主要施策として位置づけられたのである。
(3) 一般会計歳入
そこで吉田県政と「修正4ヶ年計画」の下で、の富山県財政について次にみていきたい。まず一般
会計歳入であるが，総額からみた特徴は，昭和25～30年期の40.3億円から94.0億円への2.2倍の伸
びに対して，昭和30～35年期では， 94,0億円から164,6億円へ1.9倍の伸びにとどまり，やや低下を
みせたことである。そこで，以下歳入構成の名項目について若干の検討を加えておこう。
①県税
まず，県税の比重は，昭和25～30年期には20.3.9ぎから17.8%へ低下したが，昭和30～35年期では
逆に17.8%から22.0%へ上昇している。こうした動向の要因として考えられるのは，昭和32年4月
に行われた住民税2.8%の引上げ〈昭和34年より実施〉と事業税の引下げとであるが，このうち，
まず事業税についてみると，個人事業税が引下げに加えて，中小企業の経営逼迫や倒産を反映して，
その比重を15.8%から4.3%へ大きく低下させたのに対して，地方財政危機を一つの蓄積基盤とし
た昭和30年下期から同32年上期にかけての神武景気や昭和34年上期からの岩戸景気の過程での大企
業の発展に符節を合わせて，法人事業税は，その比重を37.3%から49.3%へと逆に上昇させたので
ある。したがって住民税（県民税〉の引上げとともに県税の構成比を上昇させることに貢献したも
のと言うことができょう。
ところで，県民税であるが，そのうち法人県民税は比重を4.5%から8.1%へ上昇させたが個人県
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民税の方は，住民税の引上げにもかかわらず逆に7.8から4.4%へ比重を低下させた。このことは，
企業誘致，地域開発の促進にもかかわらず，必ずしも県民個人所得の増大には結びついていなかっ
たことを示している。また県税合計の歳入総額に占める割合をみても，全国平均が昭和25年の24.0
%から昭和35年の27.0%という推移を示しているのと比較して，宮山県の県税の構戒比は，きわめ
て低くかったことも明らかである。
表2-1より昭和30～35年期の県民所得と国税や市町村税を含めた税負担との関連についてみる
と，租税総額のうち，国税が51.3%から39.3%へ低下したのに対Lて，県税が16.0%から17.1%へ，
市町村税が32.7%から43.6%へ各々上昇していることをまず指摘できる。次に，県民分配所得との
関連でその負担率をみると，総額では，昭和25～30年期の6.3%から12.9%への上昇に引きつづい
て， 12.9%から16.9%へさらに上昇し（B/A），そのうち国税が6.6%から1.4%へ低下したのに
対して（C/A），県税が2.lJぎから2.9%へ（D/A），市町村税が4.2%から7.4%へ CE/A) , 
各々上昇したこと等を指摘することができょう。
② 地方交付税と国庫支出金
地方交付税については，昭和29年の交付税制度成立以来，漸次，その交付率が引上げられ，昭和
34年には28.5%にまで達したこと，従って歳入に占める比重も24.1%から25.8%へ上昇し，しかも
富山県における交付税構成比が全国平均よりも高くJ中央依存の体質の一端を示していたこと等を
指摘することができょう。
次に国庫支出金であるが，歳入構成比は昭和25～30年期の34.4%から37.4%への上昇に対して，
昭和30～35年期では37.4%から27.3%へ逆に10%以上も低下している。そこで，その使途別構成
を検討してみると（表2-2参照〉，まず土木費が昭和25～30年期の51.9%から20.4%へ低下した
のに引きつづいて，昭和30～35年期も20.4%から10.1%へ低下したこと，産業経済費も昭和25～30
年期に34.7%から36.3%へ徴上昇したのに対して，昭和30～35年期では逆に36.3%から21.6%へ低
下したこと等を，地方行財政に対する「合理化」促進に符節を合わせた動向として指摘することが
できる。そのため後述するように，主として県置による特別会計の事業として，電源開発や産業
基盤・企業立地の条件整備等が行われていくのである。一方，教育費に対する国庫支出金は，昭和
33年5月の義務教育費国庫負担法改正による教材費の国庫負担率が2分lとされたこと等によって，
昭和30～35年期も引きつづいて31.8%から34.6%へと比重を上昇させた。しかし他方では，社会及
び労働費に対する支出金は7.4%から6.4%へさらに低下し，同じく保健衛生費に対する支出金も同
期間中1.6%の比重不変で，事実上，低下した。
③県債
県債については，表 2ー 3よりみると，まず累積残高は，昭和25～30年期の4倍の増大に対して，
昭和30～35年期では歳入総額の伸び1.7倍を大きく上まわりながらも2.3倍にやや減少したこと，し
かも起債のきびしい詮衡基準の存在する下で，歳入に占める県置（起債〉の比重は8.8%から5.5%
へ低下したこと等をその動向の特徴として指摘することができる。累積残高構成の特徴は，昭和30
年の場合，一般会計分が90.8%であるのに対して，特別会計分が9.2%であったが，昭和35年に至
ると，一般会計分が69.5%に低下し，かわって特別会計分が30.5%へ大きく上昇したことである。
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昭和35年の場合一般会計分の主要費目は，土木費33.5%，災害復旧費20.6劣等であり，特別会計
分では電気事業費19.9%等であるが，これらの県債費目によって吉田県政「修正4ヶ年計画」にお
ける電源開発，工業立地の造成等を中心とした地域開発が促進されていったことになる。そこで，
こうした県債の借入先別構成についてみると，政府依存は昭和30年の91.6%から低下して同35年に
は84.0%となり，北陸銀行の8.7%，公営企業金融公庫の3.7%等がこの期に大きくクローズアップ
されてきた。公営企業金融公庫については，昭和32年6月に公営企業金融公庫法に基づいて資本金
を5億円をもって成立したものであり，翌33年には10億円に増資された。
このようにして県債の累積残高は年々増大し，昭和30年度一般会計歳入総額の55.4%，昭和35年
度では実に73.2%にも匹敵するまでに至った。この累積額を県民I人当りの負担額に計算し直して
みると，先述したように昭和30年で5,103円，富山県内サラリーマンの月給平均16,191円の31.5 
% （一家4人家族の場合，ほぼ月給の1.2ヶ月分〉であったものが，昭和35年に至ると l人当り
11,802円，月給平均21,671円の54.5%(4人家族の月給のほぼ2ヶ月分〉にも相当する増大ぶりを
示したのである。
④ 財源の性格
以上みてきたような歳入構成とその動向によって，昭和30～35年期には，一般財源はその比重を
41.9%から47.8%へ上昇させ，特定財源は58.1%から52.2%へ低下させたが，依然歳入の過半は特
定財源で占められており，また同じく自主財源もその比重を39.8%から41.4%へ上昇させ，したが
って依存財源は60.2%から58.6%へ低下させたが，依然として過半は依存財源で占められていた。
このように昭和30～35年期の歳入構造の特徴は，県民に大きな負担を課せる借金を含めた特定・依
存財源を中心とする財源によって支えられていたことにあると言うことができょう。
(4）一般会計歳出
① 目的別経費
昭和30～35年期の目的別経費の構成については（別表2参照〉，まず，総額が85.4億円から150.8
億円へ 1.8倍の増大を示したのに対して産業経済費の構成比が17.9%から13.8%へ低下L，伸びも
1. 4倍と平均を下まわったこと，教育費は31.3%から30.5%へ若干低下したが，その構成比はト y
プであり，伸びも1.7倍であったこと，さらには土木費が 18.6%から23.3%へ大きく比重を高め，
伸びも2.2倍と平均を上まわったこと等が第ーの特徴であろう。特に，土木費が，国庫支出金中の
土木費支出金の低下にもかかわらず増大したことは，電源開発や産業立地の条件整備促進の「修正
4ヶ年計画」に呼応して県単・先行投資が推進されたことを物語っている。他方第二の特徴として
は，国庫支出金の比重低下をそのまま反映し，県単の外に放置された社会〈民生〉および労働費が，
4.4~ぎから3.9%へさらに低下し，同じく保健衛生費の1.0%から1.3%へとし、う平均 1.8%にも満た
ない比重で，事実上の切下げであったこと等である。
② 性質別経費
昭和35年度の性質別経費についての特徴は，人件費，扶助費，公債費等の支出を法律上義務づけ
られている義務的経費が48.4%，道路，学校，公営住宅等の普通建設事業費，災害復旧事業費，失
業対策事業費からなる公共施設の建設事業費である投資的経費が38.5%であるが（昭和30年は不
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明〉，そのうち人件費が昭和30年の43.3%から昭和35年の39.0%へ低下し（しかも同期間の全国平均
47.3%から41.8%よりも低率〉，その伸びも，歳出総額平均1.8倍を下まわって1.6倍にとどまったこ
とであるく表3-4参照〉。
(5) 特別会計歳出
以上考察してきた一般会計に対して，特別会計歳出では，財政総額の中に占める比重が昭和30年
の9.2%から昭和35年の8.4%へ若干低下したが，特別会計歳出総額が8.62億円から13.79億円へ1.6 
倍に増大したこと，そのうち，昭和35年度では，県立中央病院費22.6%，電気事業費27.4%，財政
調整積立金21.0%を主要費目として，その他富山復興都市計画事業費や県立学校実習資金が各々比
重を低下させたこと等が特徴であったと言えよう。
(6) 昭和35年度「財政概況」（第24回〉について
富山県財政課による昭和35年度「財政概況」は，以上の歳入歳出に伴う財政逼迫の状況について，
「直轄事業負担金の増大に伴う交付公債の元利償還金の増大は甚しく昭和29年度の4倍に達しよう
としており，交付公債は制度上行きずまりにきている（中略〉収入の状況をみると，税収の半分を
占める法人分が33年度では全国に比べはるかに減少になっており，景気変動を敏感にうける本県の
財政構造には今後充分注意してゆかねばならぬこと一一税負担についてみると，県民所得に対する
税の比率では全国並……というよりはむしろ低Lづと伝えている。やや表面的に流れ，県の政策や
行政との関連を深めた財政の構造分析にまでは至っていないが，財政担当者らしい指摘にはなって
いると言えよう。
この指摘に補足すれば，政府の監督・指導強化の下で，中央依存と借金財政を基礎にした「修正
5ヶ年計画」推進という国の開発政策に追従する政策のための財政構造を重要なテコとして，昭和
43年下期から岩戸景気にかけて，富山県の工業構造も，昭和25～35年期に総生産382.2億円から
1743.4億と4.6倍の伸びを示し， うち軽工業部門生産が比重を63.0%から45.0%へ低下させたのに
対して，重化学工業部門生産が37.0%から55.0%へ上昇させて，その優位性を確定したことが指摘
され得るであろう。
町 新産業都市建設計画の促進と県財政
(1) 旧全総と地方行財政
①工場誘致と広域都市建設
昭和35年下期までつづいた岩戸景気の中で，同年12月国民所得倍増計画が打出されたが，地方行
財政との関連においてみると，同計画の地域開発の側面である太平洋ベルト地帯構想の不備を補う
ものとして，昭和36年6月に後進地域の開発に関する公共事業にかかわる国の負担割合の特例に関
する法律が制定され，財政力指数0.46にみたない都道府県の公共事業の国庫負担率を当分引上け守る
という国の負担のかさあげが行われたこと，同11月には低開発地域工業開発促進法が制定されて，
開発地域への進出企業に対する事業税，不動産取得税，固定資産税の減免額を国が地方交付税で補
填し，企業誘致をはからせようとしたこと等をあげることができる。かくて多くの自治体では工場
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誘致条例を制定し，地方税課税免除，補助金・奨励金の交付，敷地・施設の提供，労働力の斡施等
や工場用地造成，工業用水道建設等の産業基盤整備に逼進したのである。 8月には，自治省の「基
幹都市」建設構想や建設省の「広域都市」建設構想が各々発表された。
② 「第2次富山県総合計画」
このような地域開発促進政策の下で，富山県では，昭和36年「第2次富山県総合計画」が策定さ
れ，これに基づいて富山新港周辺を中心に工場用地を造成して臨海工業〈鉄鋼・石油コンビナー
ト〉地帯を建設し，富山～高岡聞の広域的都市計画〈射水地域総合開発〉を策定，その具体化のー
ったる太閤山ニュータウン計画に着手しようとしたのである。
このように太平洋ベルト地帯から富山県の総合開発にみられるような，さらに全国的に拡散しよ
うとする地域開発を集約し方向づけようとして昭和37年10月に策定されたのが全国総合開発計画
（旧全総〉であったといえよう。そして同5月制定の新産業都市建設促進法は，この旧全総の第一
の支柱とも言うべきものであり，この促進法によって，太平洋ベルト地帯構想にかわる拠点開発方
式が打出され，開発の中核となる指定地域に対する公共投資の優先配分，起債の増枠，誘致企業へ
の減免措置等が講ぜられたのである。
(2) 新産都市建設と広域行政
①新産都市建設とその矛盾
かくて昭和38年にかけ全国各地で開発ブームが巻き起こり，陳情合戦が繰り広げられることにな
った。富山県でも，富山～高岡新産都市建設計画を策定して，指定の陳情を強化L，昭和39年に新
産都市の指定をうけるに至った。こうして新港周辺を中心とする造成が急がれ工場誘致が強力に推
進されたのであった。
しかし，新産都市指定は，全国21の拠点で全国の半数に近い県が指定地域になり，全国に分散し
た“多すぎる拠点，，によって十分な公共投資もできず，しかも企業進出も思わしくないことや，産
業開発による人口増加というよりも逆に人口減少をきたし，さらには先行投資による財政負担によ
って再び地方財政危機を H誘致M するのである。
富山県においても，まず，人口は昭和39年末の103.6万人から翌40年の102.5万人と l万人以上の
減少をきたし，以降，長期間にわたって103万人台を回復することはなかったこと，新産都市の指定
を受けた昭和39年には，これまでの先行投資をはじめとする財政負担の矛盾が累積して約2億5千
万円の赤字決算を計上し，財政危機を H誘致u したこと，さらには公害問題が深刻化しはじめたこ
と等，すでにこの段階で、新産都市計画の矛盾が露呈していたものと言うことができょう。
② 広域行政
このような地方行財政の危機に対応して，昭和40年4月には地方行政連絡会議法が制定されたの
を皮切りに，同5月には，新産業都市建設および工業整備特別地域整備のための国の財政上の特別
措置に関する法律が制定され，同9月には第10次地方制度調査会の答申による府県の自主的合併と
行政事務再配分の具体策が打出された。また10月には地方公営企業制度調査会の答申による地方公
営企業の独立採算制原則の適用が打出され，これらの総合的到達点であり，かつ旧全総の第二の
支柱であるとも言うべき首都圏・近畿圏・中部圏の各圏開発整備法が，昭和41年に制定されて，地
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方債や補助金等の特例規定を中心的な手段にして，地域開発や地方財政から生起された諸問題に対
して広域的処理で対応するという役割を果すことになったのである。したがって，同年策定の「第
3次富山県総合計画」は，このような国政の一環を担うべく樹立された計画であり，これによって
中部地域一体化（広域化）構想の実現をめざすとともに，新産都計画を本格化することになったの
である。かくて，新産都建設をめぐる矛盾は，今後，一層広域化され深刻化されていくことになった。
(3) 一般会計歳入
以上みてきたように，国政上では，昭和35年の所得倍増計画，同37年の新産都建設促進法および
旧全総から昭和41年の中部圏等の開発促進法に至る過程，県政上では，昭和36年の第2次総合計画
から工場誘致・開発ブームを経て，同39年の財政危機，そして同41年の第3次総合計画策定に至る
過程，これらの諸過程に対応する昭和35～40年期の富山県財政の動向について，以下検討すること
にしたい。
まず，この期の一般・特別両会計を含めた財政総計の特徴は，第一に，一般会計歳入で昭和35年
の160.4億円から同40年の346.7億円に2.2倍，歳出の方では150.8億円から341.6億円に2.3倍であっ
たが，特別会計の方では歳入が15.1億円から43.6億円へ2.9倍，歳出が13.8億円から36.8億円へ2.7
倍と，いずれも特別会計の仲びが大きかったことであり，第二に両会計の割合も，歳入総計で一般
会計が91.4%から88.8%～へ低下したのに対して，特別会計が8.6%から11.2%へ上昇L，歳出総
計でも，一般会計が91.6%から90.3%へ低下したのに対して，特別会計が8.4%から9.7%へ上昇し
たことである（別表l参照）。言い換えれば，財政の特別会計化，財政投融資化が一層進行したこと
にあったと言えよう。
表3-1 県税の構成
昭和 35 年 昭和 40 年
普 県民税（語大
事業税｛清交
通 自動車税
不動産取得税
県たばこ消費税
税
その他含む小計｜
税的目 軽油取引税
その他含む小計｜
メ口斗 言十
『宮山県税務統計書』各年版より作成
①県税
% % 
8. 1 5.5 
4.4 14.6 
49.3 37.6 
4.3 3.2 
8.8 8.2 
3.5 5.3 
6.2 5.7 
95.9 90.6 
9.4 
4.1 9.4 
(35.3億円〕 (67.8億円〕
昭和 45 年
% 
6.6 
10.5 
42. 2 
3.4 
10.0 
4.5 
4.9 
87.0 
4.5 
8.5 
13.0 
100.0 
〔194.1億円）
昭和30～35年期の県税については表3-1に示されるが，その特徴として第ーに言えることは，
歳入総額に占める比重が22.0%から19.6%へ低下し，仲びも歳入平均の2.2倍に対して1.9倍と下ま
ったことである。第こには，事業税のうち法人事業税が49.3%から37.6%へ低下したが，それでも
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も県税の中心的地位を占め，また個人事業税も4.3%から3.2%に低下し，県民税法人分も8.1%か
ら5.5%へ低下したことである。このような動向をもたらした背景としては，一つには，昭和36年
1月の低開発地域工業開発促進法による事業税，不動産取得税の減免で企業誘致政策を推進しよう
としたことがあげられ，二つ目には，翌37年4月の地方税法の改正によって減免と所得税一部移譲
にともなう県民税の所得割税率を改正したこと，三つ目には，同年10月の新産都市建設促進法によ
って誘致企業への減免措置を講じたこと等があげられよう。
第三の特徴として言えることは，負担分任人の原則によるー率均等割課税で，しかも課税最低限
が所得税課税最低限よりも低いという大衆課税たる県民税個人分がその比重を4.4%から14.6%へ
急上昇したことである。県民所得がその比重上昇に見合う増大をしていないだけに，大衆課税たる
性格という点と併せて問題となる動向であったと言える。第四の特徴としては，自動車税が8.8 .9ぎ
から8.2%へとし、う比重の高さを保持し，県たばこ消費税が， 6.2%から5.2%へ若干比重を低下さ
せたこと等と合わせて，普通税合計は， 95.9%から90.6%へ低下したのに対して，使途の特定され
ている日的税（自動車取得税，軽油取引税等〉は，昭和40年12月の石油・ガス譲与税法の成立等に
よって，その比重を4.1%から9.4%へ上昇させたことである。
このような県税の動向を，全国の動向と比較してみると，昭和35～40年期の県税の歳入構成比で，
全国水準が27.3%から30.7%とし、う上昇を示しているのに対して，富山県の場合は，昭和35年の比
重で22.0%という低水準から昭和40年には19.6%とさらに低下して，全国水準を大きく下まわると
いう特徴が一目瞭然となる。これは隣県の石川県の比重が，同期間中に18.3%から19.9%へ上昇し
ているのと比較しても，富山県の県税比重の低さが明らかであった。富山県における徹底した企業
減免税による新産都市計画の強行がここに如実に投影されていたと言うことができょう。
こうした県税の動向と併せて， 国税や市町村税等， 県民の租税負担の動向についてみると（表2
-1参照〉，県民分配所得中，租税総額の構成比（B/A）は，昭和35年の16.9%から昭和40年の
12.7%へ低下したが，そのうち国税は，比重を1.4%から6.4%へ上昇させ（C/A），県税は， 2.9.9ぎ
から2.9%へと上下変動なく CD/A〕，市町村税は， 7.4%から3.5%へ低下させたこと CE/A)
等，租税内容の変動が著しいし，また，租税総額中，国税の比重は39.3%から50.1%へ上昇し，県
税も17.1%から22.5%へ上昇したのに対して，市町村税は， 43.6%から27.4%へ低下したこと等，
ここにおいても企業減免税をめぐって，国税と地方税の配分問題が漸次，表面化してきたことを示
していたものと言えよう。
②地方譲与税と地方交付税
県税の以上のような動向は，地方譲与税や地方交付税の交付のあり方等にも変化を及ぼしはじめ
る。地方譲与税は，昭和30年7月に創設された地方道路譲与税と昭和40年12月に創設された石油・
ガス譲与税とからなる（昭和37年3月に入場譲与税廃止〉。一方，地方交付税は，従来から，行政勧
告権，交付税削減ないしは返還規定等によって，本来の調整機能を逸脱していたことに加えて，昭
和36年6月の地方交付税法改正による道路費をはじめ投資的経費の充実・優遇措置や，同1月の低
開発地域工業開発促進法による事業税，不動産取得税の減免に対する地方交付税の補填措置等によ
って，一層，本来の性格を変質させた。このような経過をたどりながら，昭和37年4月と昭和40年
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3月の2回にわたる交付税改正によって，交付率が28.5%から28.9%へ，さらに29.5%へと引上げ
られたのである。今，富山県財政歳入に占める地方交付税の比重をみると，昭和35年の譲与税・交
付税合計41.4億円構成比25.8%から昭和40年の譲与税2.2%，交付税25.1%合計94.9億円，構成
比27.3%への上昇と2.5倍という伸びを示した。県税の低下傾向と異なり，富山県財政に占める交
付税の比重は，全国平均（昭和40年で19.5%）と比較しても一段と高く，中央依存度の高い歳入構
造の一端を示すものとなっていたと言うことができょう。
③ 国庫支出金
地方交付税がその性質を変質させて，補助金的役割を強めて国政遂行の手段とされる傾向を深め
たものと言えるが，これに対して国庫支出金は，国庫負担金・補助金・委託金として交付され，ま
さしくタテ割， ヒモツキ財源と呼ばれる国政遂行の手段そのものの典型的項目であった。
表3ー 2 国庫支出金の使途別内訳
昭和 35 年
% 
総 務 費 0.7 
警 察 費 1. 0 
土 木 費 32.8 
教 育 費 34.5 
民 生 費 6.3 
労 働 費 0.3 
衛 生 費 1. 5 
農林水産業費
商工業費
災害復旧費 0.7 
計 100.0 (43.85億円〉
『昭本35年度富山県歳入歳出決算書』
『昭和40年度富山県歳入歳出決算事項別明細書』
『昭和45年度富山県歳出決算事項別明細書』
より作成
昭和 40 年
% 
1. 0 
0.6 
21. 5 
27.7 
3.2 
1. 2 
4.4 
22.7 
0.4 
17.4 
(115. 58億円〉
昭和 45 年
% 
1.1 
0.4 
21. 0 
22.2 
3.1 
0.8 
3.8 
30.7 
0.4 
16.6 
100.0 
(237.35億円〉
富山県の場合，この国庫支出金の構成比をみると，昭和35年の27.3%から昭和40年の33.3%へ上
昇し，伸びも2.6倍と歳入平均を上まわった〈表3-2参照〉。このように国庫支出金の比重の高さ
の背景には，昭和37年5月の新産都市建設促進法による指定地域に対する公共投資の優先配分や，
昭和40年3月の新産都市建設および工業整備特別地域整備のための国の財政上の特別措置に関する
法律の制定等，国政レベルの地域政策推進のための財政的優遇措置に富山県が従属して，単独事業
を減少させ，補助的事業の導入を積極化させたことがあると指摘できょう。
昭和35～40年期の国庫支出金の使途別内訳をみると，第ーには土木費がその比重を32.8%から
21.5%へ，教育費が34.5%から27.7%へ各々低下させたが，農林水産業費が21.5%から22.7%へ上
昇させ，以上の3大項目で72～88%を占めて全国水準を上わまったことを指摘できる。しかし，第
こには，民生費が6.3%から3.2%へ一層低下し，衛生費は1.5%から4.4%へ上昇したが，依然とし
て全国水準を下まわる低水準にあったことを指摘しておかなければならない。
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③県債
この期の県債の動向の特徴については，まず第一に，昭和37年5月の新産都建設促進法によって，
指定地域として起債の増枠が認められたために，歳入構成比が昭和35年の5.5%から昭和40年の7.0
%へ上昇し，伸びも8.86億円から24.12億円へ2.7倍と歳入平均を上まわったことにあると言えよう。
特徴の第二は，県債の目的別残高について，その一般会計分の場合，昭和35～40年において普通土
木費が33.5%から23.6%へ，災害復旧費が20.6%から12.5%へ低下したこと等を含めて，合計で
69.5%から47.8%へ低下したのに対して，特別会計分の場合，新産都建設費の3.8%，新産都交付
公債の7.9%が昭和40年に新規に加わり，電気事業費が19.9%から28.4%へ上昇したこと等を含め
て， 30.5%から大きく上昇して52.2%の比重を占めるに至ったことである。このような県債の累積
残高は，こうして一般会計・特別会計歳出総額に対して昭和35年で67.1%にのぼり，昭和40年には
57.5%という依然として高い比重を占めていたのである。
表3-3 県債借入先別残高 (3月31日現在〉
昭和 35年 昭和 40 年 昭和 45 年
% % 劣
政 府 資 金 68.6 60.2 50.5 
公営企業金融公庫 3.7 12.1 15. 1 
北 陸 銀 1r 8.7 13.5 23.3 
その他金融機関 1. 2 0.1 
新産都市交付公債 16.8 1. 9 9.7 
共済組合その他 1. 8 1. 2 1. 3 
計 100.0 (120.5億円〕 (323.4億円〉 (51. 5億円〉
『富山県統計年鑑』各年次より作成
目的別残高と借入先別残高には若干の金額の差がある。
第三の特徴としては，こうした県債の借入先別残高構成（表3-3参照〉をみて，政府資金が同
期聞に68.6~ぎから60.2%へ比重を低下させたのに対して，公営企業金融が3.7%から12. 1%へ上昇
させたこと，北銀が同じく8.7%から13.5%へ上昇させたこと等をあげることができる。つまり，
この時期のきわだった特徴として、地元財界，北銀等による新産都市計画への金融的関与が顕在化
してきたことにあるということができょう。同時に，この時期に新産都交付公債が16.8%から1.9 
Mへという比較的高い比重をもって登場してきたこと等も併せて，あげて新産都県債だったのであ
る。
かくて，第四に特徴的なことは，県民l人当りの県償累積額の負担額が，昭和35年の11,802円か
ら，昭和40年の21,902円へと一層拡大して，富山県内サラリーマン平均月給額に占める比重で，同
期間に48.4%から55.6%に上昇し，従って平均4人家族の場合，昭和35年の1.9ヶ月分に相当する
負担額から昭和40年92.2ヶ月分という県民の肩に重くのしかかる負担の増大となったこと等である。
⑤ 財源の性格
以上みてきた一般会計歳入構成の動向と特質とについて，これを財源の性格という点から改めて
みると，まず自主財源が昭和35～40年期に41.4%から32.4%へ比重を低下させたのに対して，依存
財源が58.6%から67.6%へ大きく上昇させたことであり，また一般財源が47.8%から46.9%へ若干
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低下させたのに対して，特定財源が52.2%から53.1%へ上昇させたことである。換言すれば，依然
として依存財源と特定財源とが過半を占め，さらには，その傾向を強めていたことにある。言うま
でもなく，この期に推進・強行された新産都市計画・工場誘致等の強引な地域開発政策こそ，こう
した中央従属型の財政構造をもたらした前提・基盤であったと言えよう。
(4) 一般会計歳出
① 目的別経費
次に，一般会計歳出構成の動向について， 目的別経費および性質別経費の動向，行政投資の動向
等を中心に検討していくことにしよう。
まず， 目的別経費の動向については表3 4に示される。これにより昭和35～40年期の動向をみ
ると，昭和35年の農林水産費と商工費を合算した産業経済費が13.8%から昭和40年の19.1%（農林
水産費15.2%，商工費1.9%）へ比重を上昇させて， 3.1倍に増大し，土木費が23.3%から19.3%へ
低下させながらも1.9倍の伸びを示したこと（これに災害復旧費を含めた場合， 27.6%という比重の
上昇となって，全国平均の21.4%を上まわったこと〉，教育費が30.5%から30.0%へやや低下させ，
2.2倍の伸びであったが，歳入構成中トップであり，農林水産費，土木費と合わせた3大費目合計
表3-4 一般会計歳出構造
昭和35年 昭和40年 昭和45年 ｜昭和一年｜の伸び
% % % % % % 
議会費・総務費 10. 3( 14. 7) 4.5〔11.4) 7.0( 10.2) 
民 生 : }3.9( 9.8) 2.6（〔 7.1〕 2.6~ 7. 75} 目 労 （動 1. 4 2. 1 1.1 1.7 
衛 生 費 1. 3〔 2.3〕 3.3〔 5.9) 4.2( 5.4) 
的 農林水産業費 15.2~ 8.5~ 19.1（〔 8.65}
商工費 3. 9 3.8 3. 8 4.2 
J]lj 土 木 費 23.3( 17.3) 19. 3( 21. 4) 20.4( 25.2) 
消 防 : } 5.6~ ！：~〕〉 8. 3~ 1. 5〕〉 7.9（〔 1.55} 経 警 察 4.9 4.2 4. 6 4.1 
教 育 費 30.5( 27.5〕 30.0〔26.3) 24.3( 24.9) 
費 そ の 他 4.0( 11.9) 1. 0( ) 0. 8( ) 
公 債 費
7.6 6.0 
7.4 5.6 3.6 
言十 1 100.削 o州100.0(100.州100.削 o州
% % % % % % 
義務的経費 48.4( 49.5) 45.4( 48.2) 37.0( 42.8) 
f生 人 件 費 39.0( 41.8) 37.3( 40.9) 31. 1( 36. 1) 
扶 助 費 1.9( 2.8) 2.5〔 4.4) 2.3( 3.7) 
質 公 債 費 7.5( 4.9) 5.6( 2.9) 3.6〔 3.0〕
J]lj 投資的経費 38.5( 36.9) 45.3( 39.2〕 51.4( 41.3) 
経 補 助 費 －・（ ・〉 39.2( 43.7( 
単 独 費 6.1( 7.7( 
費 そ の 他 19. 1( 13.6〕 9.3( 12.6) 1. 6( 15. 9) 
計 1 100.附 o.o)I 100.削 o州100.削 o.o)I 
①富山県の場合，消防費は昭和40年，昭和45年災害復旧費
② （ 〕は全国平均
③「富山県統計年鑑』『富山県財政要覧』『地方財政統計年報』各年次より作成
倍
1. 0 
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で65～68%の比重を占めて全国水準を大きく」どまわったこと等が第一の特徴である。これに対し
て，民生費・労働費は，伸びこそ2.3倍を示したが比重を3.9%から4.0%へ低水準で推移させ，衛
生費も，伸びを5.3倍としたが，比重は1.3%から3.3%へという低水準の推移にとどまって，これ
ら3費目が全国水準を恒常的に下まわったことを第二の特徴として指摘することができる。
② 性質別経費
昭和35～40年期の性質別経費については（表3-4参照〉，まず第一に，義務的経費が48.4%から
45.4%へ比重を低下させ，伸びも歳出平均2.3倍をやや下まわって2.2倍となった（全国平均をも下
まわった〉のに対して，投資的経費の方は，比重を38.5%から45.3%へ上昇させ，伸びも歳出平均
を上まわる2.7倍を示して全国平均をも上まわる増大傾向を示したことが特徴である。第二の特徴と
しては，低下傾向にある義務的経費のうち，全国的にも一層低下傾向にあった人件費が比重を39.0
Zから37.3%へさらに低下させ，伸びも全国平均を下まわる2.2倍となったこと，扶助費もほぼ人件
費と同様の全国水準を下まわる低下傾向にあったことをあげるこ主ができる。これに対して公債費
は，一応漸減傾向を示しながらも，全国水準よりも高い比重と伸びを示したことが第三の特徴であ
と言える。第四の特徴としては，投資的経費の内訳についてであるが，昭和35年度分は不明である
ったので，昭和40年度分のみからみると，補助費が86.5（対総額比39.2）弘単独費13.5（同6.1)%
という構成からみても明らかなように，補助費依存の公共投資（新産都建設〉事業に如何に富山県
が積極的であったかが一目瞭然であるということである。
③行政投資
こうした投資的経費の増大，義務的経費の低下という傾向は，産業関連投資に対する生活関連投
資の割合をみても，同様のことが明らかである。すなわち，それは，産業関連投資を指数100とし
た場合，昭和34～36年平均から同39～41年平均にかけての生活関連投資の指数をみると，全国平均
が昭和35～40年期で75から75という同水準で推移しているのに対し，富山県の場合は， 67から63へ
全国平均よりも低い水準で，しかも低下傾向にあったことに示されている。
結局，この時期に吉田県政の採用した財政政策とは，一方では極力，民生費や衛生費，人件費や
扶助費，そして生活関連投資を抑制し，他方では，国の補助金にきわめて屈折した形で依拠し，こ
れを積極的に導入することによって，専ら大企業奉仕の産業関連投資を推進し，新産都市計画と企
業誘致を中心にした財政投融資を強行するという，まさしく県民のためであるべき県政を襲断する
政策であったと言えよう。
(5) 特別会計
①普通会計・収益会計
すでにみた通り，昭和35～40年期に一般会計歳出が2.3倍の伸びを示したのに対して，特別会計
は，それをオーバーして2.7倍の伸びを示し，また両会計の比率も91.6%対8.4%から90.3%対9.7
%へと漸次，特別会計の比重が上昇してきた。この場合，特別会計には，病院事業や電気事業，工
業用水道等の企業会計が統計上含まれていないので，これらを計算に入れると一層その傾向が顕著
になる。
そこで，まず表3-5により普通・収益両会計よりなる特別会計について，昭和35～40年期の動
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青 年 の 家
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表3-5 特別会計歳出決算
昭和35年
% 
0.8 
6.7 
2.5 
3.0 
6.6 
3.3 
一
47.3 
70.2 
27.4 
2.4 
29.8 
(13.79億円〉
昭和35年の「その他」 47.3%には，県立中央病院費22.6%が含まれる。
「富山県歳入歳出決算書』各年次より作成。
昭和40年 昭和45年
% % 
0.3 
0. 7 0.3 
4.9 
12.3 12.0 
1. 8 0.9 
1. 1 0.4 
5. 1 
2.5 0.4 
2.7 1. 2 
6.7 10.7 
0.6 0.3 
1. 7 0.7 
30.0 37.2 
18.9 2.0 
8.6 4.6 
42. 5 56.2 
70.0 
100.0 
(36.79億円） (124.75億円〉
向をみておきたい。こ ζで第ーに言える特徴は，普通会計の比重が70.2~ぎから30.0%へ低下したの
に対して，新産都市会計を含む収益会計が29.8%から70.0%へと大きく比重を高めたことである。
この場合，普通会計では，昭和37年に貿易の自由化に対する県下中小企業のための近代化促進策，
とくに工業団地の造成によって，中小企業近代化資金がその比重を6.7%から12.3%へ上昇させた
点，注目すべきところであるが，その他は収入印紙を除いて概ね比重を低下させたこと，これが第
二の特徴である。これに対して，第三の特徴は，収益会計の方をみると，元県営水力電気並鉄道事
業資金以外，港湾施設整備費が比重を2.4%から8.6%へ上昇させ，とくに昭和37年の新産都市建設
促進法制定によって新産都建設事業の先行投資が促進されて，昭和40年には，その事業費が42.5%
の比重を占めるに至る程の大きな飛躍をみぜたことである。
② 新産都会計
以上のような動向を示す収益会計のうち，新産都会計についてみたのが表3-6である。これに
よると昭和40年には，特別会計の構成比が42.5%にものぼっていたが（収益会計の構成比は60.7%), 
その場合，歳入は専ら繰越金と県債に依存し，これによって新産都市計画の支柱たる臨海工業用地
の造成が推進され，また射水総合開発会計の重要な要である太閤山ニュータウンの造成が着工され
たのである。
③企業会計
以上の特別会計中，普通，収益両会計に対して，閉じく特別会計中の富山県における企業会計を
みると．昭和35～40年期においては病院事業会計と電気事業会計だけであったの水道事業会計は昭
国 庫 支 出 金
歳 財 産 収 入
繰 越 金
預金利子・受託事業その他
県 債
入 繰入金そ の 他
計
臨海工業用地造成事業費
歳 太閤山住宅団地造成事業費
上水道建設事業費
工業用水造建設費
出 ふ頭団地造成費
計
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表3'-6 新産都特別会計
昭和 40 年
億円
9.55 46.2 
1. 43 6.9 
9.68 46.9 
10.76 68.8 
3.04 19.4 
0.86 5.5 
0.89 5.7 
0.08 0.5 
『富山県歳入歳出決算事項別明細書』各年次より作成。
和43年から，工業用水道会計は昭和46年から各々開始された。
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昭和 45 年
% 億円 % 
19. 77 22.9 
18.61 21. 5 
9.19 10.6 
35.30 40.9 
3.53 4.1 
100.0 
58.61 83.6 
9.29 13.2 
2.22 3.2 
100.0 
このような地方公営企業に対して，昭和38年3月には自治省の地方公営企業の再建整備に関する
通達が出され，翌39年6月には地方公営企業制度調査会が設置されて，同年11月に同調査会から
「地方公営企業の財政再建についてとるべき方策」が答申された。こうして翌40年10月には，独立
採算制の原則の適用を骨子とした地方公営企業の改善に関する答申がなされるに至ったので、ある。
こうした政府による地方公営企業に対する監督・指導の強化の背景には，人口集中化と重化学工
業化の要請に対応した設備の新設・改良のための借金〈企業債）の元利返済が地方自治体の負担
〈赤字決算）の増大となって深刻化してきたことがあげられよう。事実， 富山県においても， 表3
-7の県内公立病院の財政状況にみられるように，昭和40年代に入り，企業債残高の累増と累積欠
損というきびしい経営状態に至ったことが明らかであった。こうして，経営「合理化」の不徹底等が
赤字原因であると判断され，企業改善の努力と独立採算制の適用とが強要されるに至ったのである。
富山県の企業会計の場合，この時期では，病院事業と電気事業であったが，とりわけ病院事業（県
立中央病院〉への適用が重視されたものと言える。
県立中央病院は，昭和25年のベッド数255床， 9診察科から，昭和45年800床， 18診療科へその規
模を拡大するが，今，昭和39年度における同病院の収益的収支についてみると，表3-8の通りで
ある。これによると，収益構成比は入院69.0%，外来24.7%，合わせて93.7%を占めたが，その他
収益2.9%に差額ベッド料1,300万円が含まれていた点は看過で、きないところである。支出では，人
聞によるサービスが中心であるとされる病院経営だけに，給与費が44.8%にのぼり，材料費（薬代
その他〉と合わせて80.3%を占めた。こうして収支差引当期純益は僅か400万円でしかなかったの
である。しかも，これすらも「収益面で診療報酬の単価是正（9.5%増）が昭和40年1月1日から
行われたのと，診療請求額中に占める投薬額の比率が相当のびた」ことによるものであった（審査
意見書〉。さらに加えて，同39年度の資本的収支表（3-9参照〉をみると，企業償84.3%という借
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金中心の資金によって近代的設備・器械の購入や建物の改良を行わなければならず，したがって建
設改良費に86.3%，他はすべて借金返済とL、う経営であったことが明らかである。昭和42年度の場
合は，純益l,677万円を計上したが，前年度からの累積欠損金2,303万円が同時に計上されるという
経営逼迫を招いた。こうした病院経営の逼迫・悪化は，人員合理化・医療サーピスの低下につなが
りかねず，その上，地方企業「合理化」を迫まられて，まさしく新産都特別会計とは対照的な，す
十でに限界をこえた切り詰め経営を強制されていたものと言うことができょう。
表 3ー 7 県内公立病院の財政状況
昭和 42 年 昭和 46 年 昭和 50 年
事 業 数 9 11 11 
総 損 失 額 0.71億円 3.96億円 5 . 28億円
累 積 欠 損 額 1. 09 II 11. 43 24.28 
赤 字 事 業 数 6 10 8 
累積欠損金比率（累積欠損皇）医療収 4.7% 25.6% 24.9% 
不良債務比率（産主マ霊） 6.4 25.6 8.7 
総収益対総費用比率 98.9 92.1 95.5 
企 業 債現 在 高 18.73億円 27.21億円 56.84億円
富山県自治体問題研究所編『富山県政の現状と課題m頁2-6表， 2-7表より作成。
表3-8 昭和39年度県立中央病院収益的収支
金 額 比 率
億円 % 
医 入院収益 4.11 69.0 
収
業 外来収益 1. 47 24.7 
収 その他収益 0.17 2.9 
益
計｜ 5.75 96.6 
収益医業外
0.11 1. 8 
その他 0.09 1. 6 
入
計！ 0.20 3.4 
メ口斗 計 5.95 100.。
給与費 2.65 44.8 
医 材料費 2.10 35.5 
支 業 経 費 0.50 8.5 
費 減価償却費 0.26 4.4 
その他 0.06 1. 0 
用
5.57 94.2 
出
医業外費用｜ 0.34 5.8 
l口h匂 言十 5.91 100.。
当年度純利益｜ 0.04 0.7 
『昭和39年度富山県病院事業決算書』より作成。
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表3-9 昭和3~年度県立中央病院資本的収支
金 額
億円
資本的
ょ人巳 業 債 2.15 
出 資 金 0.31 
収 他会計からの借入金その他 0.09 
入
計 2.55 
建 設 改 良 費 2.02 
資本 企業債償還金 0.18 
支的 他会計からの借入金償還金 0.11 
出 その 他償還金 0.03 
計 2.34 
差 ヲl 0.11 
表3-8 と同資料より作成。
v 新全総・広域行政の展開と県財政
(1) 吉田県政と新産都計画の本格化
① 財政危機の到来
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比 率
% 
84.3 
12.2 
3.5 
100.0 
86.3 
7.7 
4. 7 
l. 3 
100.0 
これまで，昭和35～40年期の新産都建設が着手・開始過程における富山県財政の主要な動向とそ
の若干の特質とについて検討を加えてきたが，その最終段階の新産都市指定をうけた昭和39年度に
は，富山県財政〈一般会計〉は，歳入309.5億円歳出312.0億円で2.5億円の赤字決算を計上する
に至った。このような財政危機の最中の同39年に，第5回の知事選が行われ，これによって吉田県
政は3期日を迎えて，さらに一層強力に新産都計画が推進されることになったのである。
翌40年度決算は，一応1.5億円の黒字を計上したが，これも，「歳入の内容においては，自主財源
の構成比は前年度と変化なく，退職手当慣および減収補填のための起債の増額により形式的収支を
償ったという結果になっている」（「昭和40年度富山県歳入歳出決算審査意見書」〉にすぎないという
苦しい決算の操作の結果であった。
② 中部圏一体化構想、と第3次富山県総合計画
こうして，地域開発によるひずみや地方行財政の広域的処理を目的にして，昭和41年に中部圏開
発整備法が制定され，ここに中部地域一体化の構想が打上げられることになった。このような国政
レベルからの対策に呼応して，富山県では，同年に第3次富山県総合計画が策定されたのである。
その基本的内容は，新産都市計画，臨海工業地帯計画の建設の本格化であり，それを補強する中部
一体化構想に対応した広域的行政の推進であった。同年には，工業用水を一層拡充するために和田
川総合開発事業も着手された。
昭和42年3月に政府は経済社会発展計画を発表して社会開発を謡いあげ，昭和40年代に入って都
市問題，農山漁村の衰退，公害の拡大・激化等に対処すベく，同42年10月には，経済審議会最終報
告「高密度社会への地域課題」が発表された。そして，この報告書において，とくに過疎・過密閉
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題について，従来の分散主義では解消不可能であって，積極的再開発で打開することが必要である
として，広域的行政の推進が強調されるに至ったのである。それと併せて，同報告は，同年8月制
定の公害対策基本法（企業の無過失責任が立法過程で脱落）や翌43年6月制定の大気汚染防止法，
同8月の第12次地方制度調査会による過疎・過密対策と広域行政推進の答申等に呼応・相互補完し
合うものであった。
③ 新全総と臨海工業地帯の建設
こうした状況下で，第6回知事選が行われて第4次吉田県政が再び誕生し，新産都市の中軸たる
新港周辺工業用地の売却が開始された。この場合，港湾施設費や公共事業費を除いても， 3.3m'当
り平均1.5万円であった新港造成地を，住友化学をはじめとする主に大企業に分譲単価0.7万円以下
とし、う半値を下まわる価格で売却し，それに加えて，後述するように超低価の工業用水を供給して
いく等，まさしく至れり尽せりの大企業奉仕の県政がさらに一層推進された。
中部園地域一体化と第3次富山県総合計画の推進，その具体化のための重要な方策で、ある大企業
奉仕の工業用地の低価売却，それに基づく企業誘致，これらを貫く広域的行政の展開の過程で，昭
和41年の中部園開発整備法等による都市問題激化に対する広域的処理，昭和42年10月の経済審議会
報告の広域行政推進等を集約化し総括したものと言える新全国総合開発計画（新全総）が，昭和44
年5月に政府によって策定された。その基本的内容は，旧全総の拠点開発方式を放棄して，開発可
能性を点から面へ移して日本列島全域に拡大L, 7つの地方圏の設定によって，これまでの地域開
発から国土開発へ拡張したものである。そのためには新幹線，高速道路，航空路，情報網等の全国
ネットワークを手立として，具体的には中枢管理都市の設定と大規模プロジェグトに基づく臨海工
業基地建設を推進するということにあった。
同10月には，新全総の内容を受けて第13次地方制度調査会により「広域市町村圏および地方公共
団体の連合に関する答申」が発表され，同6月の都市再開発法制定と相まって，土地に対する公益
優先，私権の制限の下での民間ディベロッパーや地方公社等による都市再開発への進出が活発化さ
れるに至った。
こうした国政レベルの主導にもとづく国土開発強行の過程で，富山県においては，昭和44年に吉
田知事の衆議院議員選出馬によって，第7回目の知事選が行われることになり，ここに第l次中田
県政が誕生することになった。翌45年には，中田県政の下で，新全総の内容と目的を豊富にもり込
んだ第4次富山県総合計画が策定されたのである。
(2) 県財政の概況
以上みてきた国政レベルの地域開発や国土開発に歩調を合わせた昭和41年の第3次富山県総合計
画から昭和45年の第4次富山県総合計画に至るほぽ同じ過程についての県財政の動向を，まず，こ
こでは概括的にみておこう。
第ーは，一般・特別両会計の総体的動向についての特徴であるが，一般会計歳入が，昭和40年の
346.7億円から同45年の734.3億円へ2.1倍の伸びになり，両会計総額に占める比重が88.8%から
83.4%へ低下したのに対Lて，特別会計歳入が昭和35～40年期の伸び2.9倍からさらに増大して，
昭和40～45年期には3.4倍という伸びを示し，両会計に占める比重も11.2%から16.6%へ上昇した
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ことである。第二の特徴としては，一般会計歳出においても，昭和35～40年期の伸び2.3倍をさら
に低下させて， 昭和40～45年期には2.1倍となり，比重も90.3%から85.5%へ低下したのに対して，
特別会計歳出の方では，昭和35～40年期の2.7倍からさらに増大して，同40～45年期には3.4倍とい
う伸びを示し，比重も9.7%から14.5%へ大きく上昇させたことである〈別表1参照〉。第3次富山
県総合計画の展開と新産都建設の本格化の過程で，富山県財政の特別会計化・財政投融資化がさら
に一層強まったものと言うことができょう。
(3) 一般会計歳入
県財政の以上のような概括的な動向について，これを個別的・具体的にみるために，一般会計歳
入構成から検討しておこう。
①県税
まず県税であるがく表3-1参照〉，昭和40～45年期の歳入構成比では， 19.6%（第3位〉から地
方交付税を凌駕して26.1%に上昇し，構成中第2位となった。その伸びも歳入平均2.1倍を大きく
オー バー して， 2.9倍の増大を示した。
このような県税の動向の中で，そのうち3.2倍という顕著な伸びを示した費目が法人事業税であ
る。そして法人事業税の県税合計の中で占める比重は，この期に37.6%から42.2%へ上昇L，前期
から引きつづき首位となった。これに対して，第2位の個人県民税は，昭和42年5月の地方税法改
正による個人住民税の諸控除引上げや，翌43年3月の好況と自然増収の中での住民税減税によって，
逆に14.6%から10.5%へ比重を低下させ，伸びも2.1倍にとどまった。一方，自動車税は， 8.2%か
ら10.0%へ上昇， 3.5倍の伸びを示して第3位となり，また，法人県民税も5.5%から6.6%への上
昇， 3.4倍の伸びを示したのに対して，個人事業税は3.2%から3.4%への比重の推移で， 3.0倍の伸
びとなり，また，不動産取得税は5.3%から4.5%へ低下し，伸びも2.4倍と県税平均を下まわった。
以上の法人事業税，個人事業税，法人県民税，個人県民税，自動車税，不動産取得税等から構成さ
れる普通税小計は，結局，県税構成比で，同期には90.6%から87.0%へ低下し，伸びも 2.7倍と平
均をやや下まわる結果となった。
これら普通税に対して，目的税の方では，まず軽油取引税が9.4%から8.5%へ低下し， 伸びも
2.6倍であったが，昭和43年3月に住民税減税とのセットで自動車取得税が新設されたために， 昭
和45年度には，この取得税が4.5%の比重を占め，結局，目的税小計は，比重を9.4%から13.0%へ
上昇させ， 4.0倍という伸びを示す結果となったのである。
このように，使途が一般財源に充当される普通税の相対的低下に対して，使途が特定される目的
税の上昇・増大は，それだけ県財政の自主的運営を狭めるものであったと言うことができょう。
こうして，この時期に歳入構成中において県税が顕著な伸びを示すことができたのは，主に法人
事業税，自動車税および自動車取得税の伸びによるものであったが，そのような県税についても，
これを全国水準と比較した場合，決して高い水準と言えるものではなかった。今，一般会計歳入構
成比について比較してみると，昭和40年度で全国平均が30.7%であったのに対して，富山県では
19.6%とかなり低く，石川県の19.9%よりも低くかったし，昭和45年に至っても，全国平均の37.2
%に対して，富山県では26.1%と依然大きな格差があり，石川県の26.6%にも及ばなかったのであ
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る。つまり，第3次富山県総合計画や新産都市計画の推進・本格化が，必ずLも県税の増収に結び
ついたとは言うことができなかったのである。
また，県民所得に占める国税，県税，市町村税の負担度についてみると（表2-1参照〉，昭和40
～45年期では，租税負担が12.7%から15.7%へ上昇（B/A）し， うち国税が6.4%から9.1%へ
(C/B），県税が2.9%から3.6%へ（D/B），各々上昇したのに対して，市町村税は3.5%から3.0%
へ逆に低下している（E/A）。このことは，租税総額に占める国税の比重が50.l;iぎから57.7%へ上
昇し，県税が22.5%から23.2%へ若干ながら上昇したのに対して，市町村税が27.4%から19.1%へ
低下したことにも示されており，国税と地方税の配分問題のみならず，県税と市町村税の配分につ
いても問題が漸次，顕在化してきたことを示すものであったと言うことができょう。
② 地方譲与税・地方交付税
地方交付税の本来の役割・目的は，最低水準の行政保障のために財政調整機能を果すことであっ
たが，すでにみたように需要額算定において投資的経費の優遇が強められたことをはじめ，昭和41
年4月の臨時地方特別交付金414億円の追加，翌42年6月の地方財政の特別措置に関する法律に基づ
く臨時交付金交付120億円の追加，同年の投資態容補正の創設によって，さらに事業費補正制度を
吸収・拡大したこと等，特に昭和40年に入って，交付税の役割・機能を変質させる動きが強まった
ものと言える。昭和43年7月には，交通安全対策特別交付金制度が制定されて，反則金が地方自治
体へ交付されることになり，これによって，特別交付税は特別需要にもとづく補助金と同じ性格の
ものとなった。富山県では，昭和45年度の場合，この特別交付税が6%を占めた。
しかし，歳入構成比では，富山県の地方交付税は昭和40～45年期の場合，同41年4月の地方交付
税法の改正による交付率の29.5%から32.0%への引上げにもかかわらず， 25.1%から22.1%へ低下
し，地方譲与税の2.2%から2.0%への低下と併せて，両税項目合計の伸びも1.9倍と歳入平均を下
まわったので、ある。ただし，このような地方交付税の動向についても，全国水準と比較すると，富
山県財政の中央依存度を反映して，富山県の水準が上まわっていた。
③ 国庫支出金
昭和40～45年期における国庫支出金の歳入構成比は，33.3%から31.9%へ低下しく表3-2参照〉，
伸び率も歳入平均と同じ2.1倍であったが，全国平均と比較してみると，富山県の国庫支出金が構
成比，伸び率ともに高く，地方交付税とともに中央依存の体質が根強かったことが明らかである。
そこで，その使途別内訳についてみると（表3-2参照〉，ここでも土木費，教育費，農水費の3
大費目の比重が大きく，民生費や衛生費の比重がきわめて低いという点にその特徴があった。この
うち，土木費の比重は21.5%から21.0%へほぼ横ぱいで、推移し，伸びも2.1倍と平均水準であった
が，農水費は22.7%から30.7%へ急上昇し，伸びも2.8倍と増大した。これに対して教育費は， 昭
和41年4月の義務教育諸学校施設費国庫負担法が改正されたにもかかわらず，その比重を27.7%か
ら22.2%へ低下させ，伸びも1.6倍と平均を下まわった。一方，民生費は， 3.2%から3.1%へ低下
し，伸びも1.9倍と平均を下まわり，衛生費も4.4；！ぎから3.8%へ低下，伸びも1.8倍と同じく平均を
下まわったのである。
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④県債
昭和40～45年期における県債の歳入構成比をみると， 7.0%から4.8%へ相対的にその地位を低下
させ，伸びも1.5倍と平均を下まわっている。しかし，これは，累積残高が，昭和40年の224.5億円
から昭和45年の564.5億円へ2.5倍に増大し，一般・特別両会計総額に対する割合が，実に57.5%か
ら63.3%という高さを示すに至ったことからの一定の抑制作用の結果であった。
そこで，そのような県債の累積した目的別残高についてみると（表3-3参照〉，普通土木費が比
重を23.6%から14.9%へ，また災害復旧費が12.5%から7.6%へ各々低下させ，したがって， その
他を含めた一般会計分小計が47.8%から27.8%へ低下させたのに対して，特別会計分小計は， 52.2
%から70.2%へ前期よりも引きつづいて上昇させたことが判明する。
こうした特別会計分の増大については，県立中央病院費が1.73ぎから1.6%へ，電気事業費が28.4
%から19.1%へ各々低下したのに対して，新産都建設事業費が3.8%から一挙に23.4%へ急上昇し，
同じく新産都交付公置も7.9%から13.0%へ急上昇したこと，さらに加えて，昭和45年に新たたに
工業用水道事業費の3.5%が加わったこと等に最大の原因がある。換言すれば，県債累積の原因が
新産都市計画の強行にあったことは明瞭である。
このような県債の累積残高の借入先別構成についてみると（表3-3参照〉，政府資金が，昭和35
～40年期に引きつづいて，昭和40～45年期においても60.2%から50.5%へ比重を低下させたのに対
して，公営企業金融が12.1%から15.1%へ上昇し，北銀が13.5%から23.3%へ急上昇したことから
も明らかなように，漸次政府から民間へ，借入先を移行させていたことが分る。端的に言えば，漸
次，地元有力銀行資本の新産都計画への肩入れが強化されてきたことの証左であったと言えよう。
こうした県債の累積残高を，幼児から老人までを含めた県民l人当りの負担額として計算してみ
ると，昭和40年には21,902円だったものが昭和45年には54,806円に増大し，富山県内サラリーマン
の月給平均額に占める割合でみると，実に55.6%から72.4%にものぼったことが判明する。さらに，
これを平均4人家族の負担度でみると，まさに2.2ヶ月から2.9ヶ月分の収入額にまで増大したこと
になり，今や富山県財政が元利負担で破縦に瀕する借金財政であったことは鮮明であった。
⑤ 財源の性格
この期の財源の性格について，まず自主財源をみると，その比重は32.4%から41.2%へ上昇し，
依存財源は，したがって67.6%から58.8%へ低下したが，依然としてその過半が依存財源で占めら
れていたことは明らかである。また，一般財源も46.9%から48.2%へ若干上昇したが，特定財源は，
したがって53.1%から51.8%へ若干低下しつつも，その過半が特定財源で占められていたことには
変りはない。
このように多額にのぼる累積借金と特定・依存の財源という中央従属・直結型の歳入構造によっ
て，第3次富山県総合計画，とりわけその支柱たる新産都市計画の建設が強行されつつあったこと
は浮彫りになったものと言えよう。そこで，次には，以上のような歳入構造の動向をふまえて，一
般・特別両会計における歳出構造の動向についての検討に移り，富山県財政の構造的特質を一層鮮
明に写し出すことにしよう。
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(4）一般会計歳出
① 目的別経費
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昭和40～45年期の目的別経費では（表3-4参照〉，農林水産業費が比重を15.2%から19.1%へ上
昇させ， 2.8倍という最高の伸びを示し，土木費も19.3%から20.4%へ上昇， 2.3倍の伸びを示して
く土木費の場合，災害復旧費を入れると比重が高まることに注目する必要あり〉，農水・土木の両費
目ともに全国水準を上まわったのに対して，教育費の方は， 30.0%から 24.3%へ低下して（昭和45
年の場合，全国平均以下〉，伸びも1.7倍と歳出平均を下まわった。
一方、民生費の同期の変動は 2.6%の比重で上下なく，全国平均の構成比7%台を大きく下まわ
ったし，衛生費も3.3%から4.2%へ徴上昇をみせたものの，全国平均以下あでった。
② 性質別経費
性質別経費の動向を検討することによってく表3-4参照〉，目的別経費の動向の特徴が一層，明
確になる。すなわち，ここで確認できるまず第ーの特徴は，人件費が37.3%から31.3%へ比重を低
下させ，伸びも1.9倍と歳出平均以下で，しかも全国平均をも下まわったこと，扶助費も，人件費
とほぼ同じ傾向で，全国平均以下であるのに加えて，比重が2.5%から2.3%へ低下し，伸びも2.1
倍と平均と同率にすぎなかったこと等である。そして，このような低水準の人件費，扶助費に公債
費を加えた義務的経費は， 45.4%から37.0%に低下して，昭和45年には逆転して投資的経費の51.4 
Zを大きく下まわり，低下傾向にある全国平均をも恒常的に下まわったことも付け加えることがで
きょう。
表 3ー 10 昭和46年度富山県の行政投資実績
費｜市町村費｜金
計
額｜比 率
道 路
億円 億円 億円 億円 % 
111. 3 62.3 39.8 219.4 37.1 
産 港 湾 1. 5 12.4 0.2 24.1 4.2 
業 空 港 0.1 0.7 0.8 0.1 
関 農林水産業 92.9 67.7 18.0 178.7 31.1 
連 工業用水 4.8 10.6 0.7 16.1 2.8 
投
金額｜資 小計
ω 比率｜ 50.4% 36.2% 13.4% 76.1% 100.。
億円 億円 億円 億円
都市計画 3.2 0.7 7.0 10.9 1. 9 
生 住 宅 3.9 3.7 5.3 12.9 2.2 
活 環境衛生 2.8 3.6 10. 7 17. 1 2.9 
関
厚生福祉 2.6 5.1 9.7 17.4 3.0 
文教施設 7.2 13.7 25.3 46.l 8.0 
連 水 道 0.6 0.6 14.9 16.1 3.7 
投 下水道 3.1 7.4 10.6 1. 8 
資 小計 金額｜
23.9 
但） 比率｜ 17.1利 21. 9%j 61.0%j 100.。
合計（A+B) I 億円｜ 億円｜ 億円｜ 億円244.1 188.2 142.4 574.7 100.0% 
附（比率） ¥ 10.7%1 l9.例 四 1%1 31.3% 
財団法人地方財務協会『行政投資実績調査報告書』より作成
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これに対して，第二の特徴としては，投資的経費が比重を45.3%から51.4%へ上昇させて， 2.5
倍の伸びを示し，上昇・増大傾向にある全国水準をも上まわったことである。そして，その構成中，
補助事業が39.2%から43.7%へ上昇し， 2.5倍の仲びを示したのに対して，単独事業の方は， 伸び
こそ2.8倍であったが，その比重は6.1%から7.7%という低水準にすぎなかったことを指摘してお
く必要がある。つまり，富山県政は，国の推進する開発事業等には積極的に追随しようとするが，
補助金を余りあてにはできない生活関連事業に対する県独自の単独事業には，きわめて冷淡であっ
たことが，ここでも確認できるのである。
(5) 行政投資
以上みてきた目的別・性質別経費の動向における特徴は，産業関連投資に対する生活関連投資の
割合に端的に表われている。すなわち，産業関連 (100%）に対する生活関連の割合をみると， 全
国平均の場合，昭和39～41年期平均75%から昭和44～46年期平均86%へ上昇しているのに対して，
富山県では，逆に63%から38%へ大きく低下しており，隣県の石川県の63%から50%への低下傾向
をも下まわっていた。このことは，昭和46年度における富山県の行政投資実績をみれば，一層明らか
である（表3-10参照〉。それによると，第ーに，産業関連投資に対する生活関連投資の割合（A/'f,)
は31.3%であり，先述の昭和44～46年期平均の38%からも一層低率になっていることが判明する。
第二には，出資主体別構成についてみると，産業関連投資では，国費が50.4%を占め，次いで県費
が36.2%，市町村費が13.4%とし、う順位で低下しているのに対して，生活関連投資では，市町村費
が61.0%，県費が21.9%，国費が17.1%という逆の順位で低下していることが分る。こうして，行
政投資の中で産業関連が76.1%を占めたが，その内訳をみると，道路の37.1%，農林水産業の31.1 
%が主要投資対象となっており，その他には港湾の4.2%，工業用水の2.8%等が対象であった。こ
れに対して，生活関連23.9%の内訳では，文教施設の8.0%，水道3.7%，厚生福祉3.0%，環境衛
生2.9%等が投資対象であった。
以上みてきたように富山県財政歳出における特質については，生活関連はその多くを市町村へ押
しつけ，県費は補助事業の積極化と県単事業の消極化と相まって，その多くを新産都建設のために
産業関連に投入していたことにあったと言うことができょう。
(6) 特別会計
① 普通・収益会計
昭和40～45年期の特別会計（普通・収益〉について一般会計との比較において概括的にその動向
をみると，第ーに，一般会計が90.3%から85.5%へ低下し， 2.1倍の伸びにとどまったのに対して，
特別会計は9.7%から14.5%へ上昇し，伸びも3.4倍と大きく増大したことが著しい特徴であると指
摘できょう。第二に，そのような特別会計のうち，収益会計の方は，昭和35～40年期にその比重を
29.8%から70.0%へ急上昇させたのに引きつづいて，昭和40～45年期においても， 70.0%から62.8
%と若干低下させたが，高水準を維持したこと，とくに，収益会計構成中新産都市建設事業費の比
重を42.5%から56.2%に上昇させて，港湾掘設整備費と合わせて60%以上を新産都関連に投入した
こと等が顕著な特徴であったと言える（表3-5参照〉。第三は，このような収益会計に対して，普
通会計の方が，昭和35～40年期に比重を70.2%から30.0%へ急低下させ，昭和40～45年期において
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も30.0%から37.2%と大した回復もみせずに停滞したことが特徴であると言える。この普通会計の
うち主要な費目は，工業団地造成等を中心にした中小企業近代化資金に12.3%から12.0%へ投入し
たこと，公用地先行投資5.1%の新設，同じく立山道路建設4.9%の新設等であった。
以上のように，特別会計歳出の重点が第3次富山県総合計画の促進におかれていたものであると
言えるが，とりわけ収益会計を中心にした新産都事業に最重点が設定されていたものと言えよう。
そこで次に，特に新産都に着目して，その内容を一層具体的に検討を加えておきたい。
② 新産都特別会計
昭和40～45年期の新産都特別会計については表3-6に示される。この表より，まず歳入構成の
推移をみると，昭和45年に財産収入が新しく設定されてその構成22.9%となったので，昭和40～45
年期の推移では，繰越金が比重を46.2%から21.5%へ低下させ，仲びも1.9倍にとどまったのに対
して，県債は， 46.9%から40.9%へ若干低下させたが，伸びは3.6倍と増大したことが注目される
ところである。
歳出では，臨海工業用地造成に68.8%から83.6%への大きな比重がかけられ， 5.4倍という急増
を示L，また太閤山住宅団地造成に19.4~ぎから 13.2% とし、う比重をかけて3.1倍の拡大とした。 こ
のように，県債を中心にして繰越金と財産収入とで補完した財源によって，新産都計画の具体化た
る工業用地造成と射水総合開発計画が，まさしく急ピッチでこの期に強行されていったことを明確
にしている。
③企業会計
1. 病院事業
昭和41年6月の地方公営企業法の改定によって，独立採算制の適用が打出されたために，特にそ
れ以降，病院事業では経営逼迫・破綻が多発するようになった。表3-7は県内の公立病院の財政
状況についてみたものであるが，これによると，昭和42～46年期に9病院中， 6病院が赤字決算で
あった状況から，さらに1病院中，実に10病院が赤字決算に陥るという状況に至ったこと，また，
同期間中に総損失額は5.6倍に増大し，累積欠損額も10.5倍に急増したこと，企業債残高は1.5倍と
拡大したこと等，まさしく惨憎たる状況が明らかである。こうした病院経営の深刻な過程が進行す
る中で，昭和44年には富山市呉羽病院が廃業に追い込まれることになったのである。
県立中央病院においても，昭和42年度決算では，純益 1,677万円を計上してはいるが，以前から
の累積欠損金2,303万円を次年度に繰越しており（昭和42年度「決算審査意見書」〉，企業債を中心
とした借金によって建設費その他の支出の多くを賄わなければならなかったので、ある。
2. 工業用水道事業
以上の苦しい病院会計に比較して，同じ企業会計においても工業用水道会計は，県政の手厚い保
護の下におかれていたものと言える。工業用水道会計については表 3ー 1に示されるが，同事業の
資本建設は昭和39年より和田川工業用水道を第1期として開始され，給水は昭和46年7月から開始
されたが，昭和39～45年期の建設事業資金の内訳をみると（表3-11参照〉，企業置の他，国庫支出
金が31.8%加わり，企業置の5.4倍の伸びを含めて，総額で実に8.0倍とし、う急成長ぶりを示した。
このように建設費における国の補助金導入とともに，給水開始に基づく収益的収支についてみる
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表 3ー 11 和田川工業用水道建設事業費資金
昭和 39 年 昭和 45 年
億円 % 億円 % 
国庫支出金 3.78 31. 8 
企業債 1. 48 100.0 8.00 68.1 
その他 0.13 0. 1 
計 1. 48 100.0 11. 90 100.0 
工業用水道会計「継続費に関する調書」より作成。
と，昭和46年度決算では， Im当り 6円とし、う超低料金による20,0167/f／日（平均〉の水を6企業
に給水したことが大きな要因となって，事業収益0.35億円のうち，料金収入0.25億円であるのに対
して，事業費用1.04億円にのぼり，差引0.69億円の赤字欠損を計上した。しかし，この赤字欠損額
は，病院事業とは異って，県の手厚い補助金で補填されたのである。富山県政における企業会計に
対する，まさしく対照的事業政策であったと言わなければならなし、。一つは親大企業政策，一つは
反県民政策。
(7）地方公社
以上みてきた特別会計の新産都計画にそった財政投融資化の深まりの過程で，県の出資金を支柱
とし，県の仕事・業務の下請けを主要な内容とする地方公社が，とくに昭和40年代以降に集中的に
族生してきたことを指摘しておきたい（表3-12参照〉。こうした状況に至った背景としては，昭和
37年10月の第8次地方制度調査会による地方開発事業団および地方財政改革の答申をうけた，翌38
年6月の地方自治法の改正による財務会計制度の根本的改革と併行した地方開発事業団の創設が考
えられる。このような動きにー早く対応して，富山県では，同38年に早速，県開発公社が創設され
たのである。
表3-12 富山県公社設立状況
設 立 公 社 数 比 率
昭和 20 ～ 25 年 1 
% 
3.7 
I! 26 ～ 30 1 3.7 
， 31 ～ 35 。 。
， 36 ～ 40 2 7.4 
， 41 ～ 45 5 18.5 
， 46 ～ 50 10 37.0 
， 51 ～ 55 8 29.6 
計 27 100.。
『昭称56年県政要覧』より作成。
この開発公社を皮切りに，その後，県内では，昭和36～40年期の2公社に加えて，昭和41～45年
期に5公社が創立され，昭和56年現在での総数27公社中，昭和40年以降実に85.1%が集中した。
このような公社の種類と形態についてみると，まず国の特殊法に基づいて設立される特殊法人と
しては，昭和40年6月の地方住宅供給公社法に基づいて，翌41年4月に設立された県住宅供給公社
があり，また昭和45年5月の地方道路公社法に基づいて，翌46年6月に設立された県道路公社が存
在している。これらの公社に対する出資は，地方自治体（富山県〉に限定され，建設大臣の許可が
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必要とされる。次に，民法第34条等に基づく公益法人（財団あるいは社団法人〉としては，昭和40
～45年期に限定した場合，主要なものとして，昭和40年3月設立の社団法人県畜産物安定基金協会，
昭和41年5月設立の社団法人県造林公社，昭和42年10月設立の財団法人近畿富山会館，昭和44年9
月設立の県野菜価格安定資金協会等があげられよう。これらは，知事の認可を必要とし，職員は県
から派遣され，知事が理事長を兼務するものであった。また，出資金は，特殊法人と若干異り，そ
の過半が富山県で占められたが，その他は緑故機関に求められた。その一例として，富山県造林公
社をみると，昭和41年度の場合，富山県300万円，その他469万円で，内訳機関は県森連，県苗連，
県木連，森林組合とし寸構成であった（「公社造林15年の歩み」〕。
このように県事業の一部下請・補完を主要業務とし，人的にも財源的にも県と密接・不可分の関
係をもって推進・拡大される公社経営は，県議会の財政審議にかからない，ともすれば県財政の公
社化・第3セクター化とし、う擬装による県政推進とし、う危検を帯びた性格のものであったと言うこ
とができょう。このような公社は，さらに昭和45年以降50年代にかけて表3-12にもみられるよう
に，一層，増大していくのである。
百 日本列島改造計薗と県財政
(1) 広域行政の展開と県財政危機
① 新全総と第4次富山県総合計画
昭和44年策定の新全総をはじめとして，翌45年策定の「高福祉・高負担」をうたった新経済社会
発展計画と，同年3月の第6次道路整備5ヶ年計画，さらには翌46年制定の農村地域工業導入法等
によって，国土開発本格化の条件が整備されたが，これに呼応して，富山県おいては，新全総の内
容を広汎・多岐にわたって盛り込んだ第4次富山県総合計画が，昭和45年に発表された。その基本
的内容は，広域行政や受益者負担に基づく県内交通ネットワークの整備と臨海工業基地の建設等で
あるが，その財源としては，総額2695.4億円のうち，国1004.6億円（37.2%），県債350.6億円（13.0
%），その他民間305.1億円(11.3%），一般財源1035.0億円（38.5%）というものであった。したがっ
て，県の財政規模は，昭和45～50年期には693億円から1032億円に1.5倍に増大することにされた。
しかし，翌46年には，ニクソンの新経済政策の発表で，いわゆるニクソン・ショックが襲来し，
また，これと前後する時期には，県内市町村では財政危機に陥るところが多発した。さらに加えて，
翌47年の四日市公害裁判による患者側勝利，翌48年3月の熊本水俣病の原告勝利等で，いわゆる四
大公害裁判が勝利する状況の下で，昭和47年に富山市は，昭和25年以来つづいてきた工場設置奨励
条例を廃止Lたので、ある。
② 日本列島改造論と第5次富山県総合計画
以上のように，新全総や第4次富山県総合計画を推進する上では，必ずしも好環境とは言えない
状況に至った。このような中で，昭和47年に，超高度経済成長を誼って発表されたのが「日本列島
改造論」である。これは，同年の工業再配置促進法に具体化され，翌48年2月，列島改造論の政府
版たる経済社会基本計画が，田中内閣によって策定されたので、ある。その計画では，公共投資を90
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兆円（前計画55兆円〉に増額してGN P平均成長率を9.4%と見積るという内容であった。これを
一層具体化するために，国土総合開発法案が用意されたのである。
富山県における昭和48年策定の第5次総合計画（「住みよい富山県をつくる総合計画」〉とやらは，
まさに，このような経済社会基本計画に呼応し，新全総の内容を豊富に盛り込みずみの第4次富山
県総合計画を，さらに一層拡張してみせたものであった。すなわち，その内容は，広域行政，民間デ
ィベロ γパーの活用，農工一体化等を継承して，内陸型工業団地と中核農家方式・農工一体化に基
礎をおく工業配置を柱とし，広域生活圏構想に基づく中核都市に30分道路体系を直結させた県内交
通ネットワークをもう一つの柱とした，日本列島改告論の富山県版の開発計画であった。これを裏
づける総固定資本の形成として，昭和45年の2,707億円から昭和60年の1兆円へ3.7倍の伸びが期待
され，その財源措置として，民間に，昭和45年の2,022億円から昭和60年6,068億円へ約3.0倍の伸
び，県財政には， 685億円から3,920億円へ約5.7倍の伸びが各々期待された。まさしく財政主導型の
計画であった。そして，昭和48年には，富山県における生活関連投資は，産業関連最優先のスター
トラインにふさわしく，全国最低水準を記録したのである。
③県財政危機
昭和48年第5次富山県総合計画の出発の年に石油危機が到来し，翌49年には総需要抑制政策が採
用された。かくて，国庫支出金や地方債の大幅削減によって歳入不足をきたす地方自治体が続出し，
その上，受益者負担や歳出カットの強行等によって，住民生活の方は，二重三重の圧迫を蒙むるこ
とになった。こうして，富山県においても，昭和50年の赤字決算にみられるように財政危機が到来
したのである。
(2) 一般会計歳入
以上で概略した第4次富山県総合計画（昭和45年〉から第5次富山県総合計画（昭和48年〉を経
て，昭和50年の財政危機に至る過程について，以下，一般・特別両会計の歳入・歳出構造と地方公
社等の動向を追究することによって再検討しておこう。
まず，昭和45～50年期の一般・特別両会計の動向を概括すれば，次のようである（別表l参照〉。
すなわち，昭和40～45年期にみられたような，一般会計の2.1倍の伸びに対する特別会計の3.4倍と
いう大きな伸びとは逆転して，昭和45～50年期は，総需要抑制策も影響してか，一般会計の 2.2倍
の伸びに対して，特別会計は1.8倍の伸びにとどまったことが大きな特徴であった。したがって，
両会計の比率も，歳出でみると，昭和45年の場合，一般会計85.5%に対して特別会計14.5%であっ
たが，昭和50年には87.2%対12.8%に，むしろ特別会計の比重が低下している（別表l参照〉。この
ような動向は，特別会計に限られた現象ではなく，一般会計の各費目にも大きく影響を及ぼしてい
るものと考えられる。そこで以下，これらの点に着眼して検討していくことにしたい。
①県税
昭和45～50年期の県税構成の動向については，表4-1に示される。別表2でも示したように第
一の特徴は，歳入に占める県税の割合が， 26.1%から21.4%へ低下して，全国平均の37%から30%
という低下傾向にある水準よりも下まわったこと，伸びも1.8倍で，歳入平均2.2倍以下となり，構
成中の順位も前期の2位から，国庫支出金，地方交付税に次ぐ第3位に落ちたこと等である。第二
-108ー 戦後富山県財政の構造と展開
の特徴は，県税構成中，普通税，目的税ともに1.8倍で，その割合も大きな変化は認められなかった
が，普通税のうち，法人事業税の比重が42.2%から36.0%へ低下し，伸びも1.5倍にとどまったの
に対して，個人県民税の比重が10.53ぎから18.0%へ上昇L，伸びも3.1倍に増大したことである。
個人事業税も3.4%から1.6%へ低下し，伸びも0.9倍とマイナスを記録した。
表4-1 県税の構成
昭 和 45 年 昭 和 50 年 の伸び
億円 % 億円 % 倍
~民税 i 法人 12.87 6.6 17.79 5.2 1. 4 
個人 20.35 10.5 62.51 18.0 3.1 
普
事業税｛法人 81. 98 42.2 124.90 36.0 1. 5 
個人 6.48 3.4 5.69 1. 6 0.9 
通 自 動 車 税 14.35 10.0 42.40 12.2 2.2 
不動産取得税 8.75 4.5 16.18 4.7 l. 8 
税 県たぼこ消費税 7.68 3.9 1. 75 3.4 l. 5 
含そむの他 つょ、 l. 8 
目 2.1 
的 軽油取引税 16.43 8.5 25.70 7.4 l. 6 
税 計 l. 8 
l日h、 計 1. 8 
『富山県税務統計書』各年版より作成。
このように，まず事業税の低落の原因としては，事業税が石油危機や総需要抑制策等，景気や政
策に影響しやすく，そのための税収の減少となったことや，租税特別措置による税減収となったこ
とであると言えよう。また，個人県民税の上昇については，所得税の下まわる課税最低限の継続の
結果であったと言える。
たとえば，昭和50年度の非課税措置による減収は，国税の租税特別措置による県税減収分で，法
人県民税3.78億円，事業税0.86億円，合計4.64億円であり，地方税法上の非課税措置による減収で
は，法人県民税1.92億円，事業税1.81億円，合計3.73億円で，総計8.37億円の減収であった。この
ような大企業中心の減免税措置に対して，所得税と住民税の課税最低限は，夫婦子供2人の4人世
帯の場合，昭和37年で所得税34.5万円に対して，住民税29.9万円であり，昭和44年では，所得税
150.7万円に対して住民税101.6万円であった。このように，県税における大衆課税的性格が一段と
強化されたのである。
第三の特徴としては，以上のように法人事業税が低下したとは言え，依然として，県税構成中首
位の座を占め，第2位の個人県民税の約2倍，第3位の自動車税の約3倍にものぼっていたことで
ある。そして，これら3税で、県税の63～66%を占めた。
第四の特徴としては，歳入に占める県税の比重を，全国水準と比較した場合，昭和45年には，全
国平均が37.4%であったのに対して，富山県では26.1%できわめて低く，石川県の26.2%をも下ま
わって，工業化重点政策の促進にもかかわらず，租税基盤の脆弱性が暴露されたが，昭和50年に至
ると，さらにその傾向が強まり，全国平均の29.6%に対して，富山県では21.5%と一層低下して，
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石川県の22.5%をも依然として下まわったことをあげることができょう。
以上の県税をはじめ，国税，市町村を含めた県民の租税負担について，昭和45～50年期の状況を
みると（表2-1参照〉，まず，減免税や景気動向等によって国税負担率（C/A）は， 9.1%から7.6
%へ低下し，県税負担率 CD/A）も3.6%から3.0%へ低下したが，市町村税率 CE/A）は3.0
Zから3.0%へ不変で，結局，租税総額では（B/A) , 15. 7%から14.3%へ若干，低下した。一
方，国；県，市町村の租税割合は，国税（C/B）が57.7%から53.4%へ，県税（C/B）が23.2
%から20.8%へ各々低下したのに対して，市町村税（E/B）が19.1%から県税を抜いて25.8%へ
上昇している。これについては，昭和46年3月の地方税法の改正による市街区域内の農地の宅地並
課税や，昭和48年2月の特別土地保有税新設等による市町村税収入の増収が一因となったと考えら
れる。いずれにせよ，以上の動向からみられる問題点としては，国税，地方税聞の配分関係につい
て，さらに一層再検討することが緊急の課題となってきたことであろう。
②地方交付税
県税が，歳入構成中第2位から第3位に低落したのに対して，昭和41年以降，交付率32%になさ
れた地方交付税は，逆に第3位から第2位に上昇，したがって，その構成比が，昭和45～50年期に
に22.1%から23.2%へ上昇して，伸びも歳入平均2.2倍を若干上まわる2.3倍となった。全国水準と
比較すると，昭和50年で全国平均が16%であったのに対して，富山県が如何に地方交付税への依存
を重視していたかが明らかである。と言うのは，この時期ではすでに，交付税による財政調整とい
うよりも，需要額算定における投資的経費，とくに土木費の優遇や「補助金」化の傾向，さらには
財政統制のテコ的役割が増大していたからである（表3-4参照〉。
事実，この時期には，政府は，昭和46年度の補正予算での譲与税特別会計における借入れによる
交付税増額 (1,300億円〉や，翌47年5月の地方交付税の特例に関する法律による臨時地方特別交付
税（1,050億円〉の一般会計からの繰入れ，さらには，昭和48年当初予算での75億円返済や補正での
1, 046億円の返済等の起債による肩代わり，景気政策のための交付税操作等を行ってきたのである。
③ 国庫支出金
一国庫支出金の歳入構成比は，委任事務の増大にもかかわらず， 31.9%から31.2%へ低下・停滞的
であり，伸びも歳入平均2.2倍を下まわって， 2.0倍にとどまった。確かに，昭和45年3月の第6次
道路整備5ヶ年計画による10兆3,500億円もの投入や，同10月の自治省による「地方財政の長期ピジ
ョン」の発表で，昭和45年から11年間に約111億円の建設投資の決定があったが，やはり昭和49年の
総需要抑制策で，公共事業関連の国庫支出金の削減や地方債の大幅削減が行われたために，これが
大きく響いたものと言えよう。
国庫支出金の使途別内訳については，表4-2に示される。これをみると，第1位の農水費の比
重が30.7%から31.6%へ上昇， 2.2倍の伸びを示し，第2位の教育費も22.2%から29.1%へ上昇し
て，伸びも2.8倍となり，第3位の土木費は， 21.0%から21.6%へ若干上昇， 2.2倍の伸びとなった
こと等， 3大費目のうち，教育費への国庫支出金の伸びが，もっとも顕著であり，土木・農水の両
費目への支出金も着実な伸びを示していたことが指摘できる。しかし，それに対して，依然として
民生費や衛生費に対する支出金は，比重・伸びともに低水準であったことが看過されてはならない
?
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表 4ー 2 国庫支出金の使途別内訳
昭 和 45 年 昭 和 50 年 昭の伸和4び5～50年
% % 倍
総 務 費 1. 1 0.9 1. 9 
警 察 費 0.4 0.4 2.0 
土 木 費 21. 0 21. 6 2.2 
教 育 費 22.2 29. 1 2.8 
民 生 費 3. 1 4.2 3.0 
労 働 費 0.8 0.7 1. 7 
衛 生 費 3.8 3.5 2.0 
農 水 費 30. 7 31. 6 2.2 
商 工 費 0.4 0.7 3.5 
災 害復 ！日 費 16.6 7.3 0.9 
計 100.0 100.0 2. 1 (237.4億円〕 (505.4億円〕
昭和45年・昭紅50年版『富山県歳入歳出決算事項別明細書』より作成。
点であろう。
Lかも，このような国庫支出金による補助金事業にともなって発生する超過負担は，富山県の場
合，昭和49年で約10億円にのぼった。これを事業別超過負担率でみると，警察関係120.4%, 林業
関係普及費56.8%，保健所費55.2弘統計費40.8%，農業改良費35.2%等となっている。こうした
超過負担が発生する原因であるが，同年の場合，単価差から生じた負担が24.6%を占め， 数量差
4.0%, 対象差6.4%等の構成となっていた。 また， 超過負担の内容としては， 県下の市町村の場
合，昭和48年の厚生省による保育所建設費の国庫補助2分l引上げにもかかわらず，保育所や学校
建設等で過半が占められ，とくに保育所の場合，単価差が建設費の50%にものぼったので、ある。一
方，富山県の場合，委任事務にともなう人件費や事務費が負担の基本的な内容であったが，こうし
た関係もあって，自治省は昭和50年3月に地方公務員給与のラスパイレス指数（国家公務員との比
較〉を発表し，次いで5月には人件費の抑制の通達を出すに至るのである。超過負担を解消する道
ではなくして，まさしく負担を糊塗する道であった。
④県債
昭和45～50年期における県債の歳入構成比をみると， 4.8%から8.3%へ上昇し， 3.8倍という歳
入中トップの伸びを示したことが分る。総需要抑制期の中で，歳入不足を県債とし、う借金でカパー
しようとする姿勢が一段と強まってきたと言える。
そこで，この期の県債累積残高をみると，普通土木費の比重が，借金を累積させて道路建設や港
湾事業を急ピッチで進行させたことを反映して， 14.9%から24.8%へ急上昇し，災害復旧費の7.6
9ぎから7.2%への推移と合わせて目的別構成中の一般会計分残高を， 29.8%から43.5%へ大きく上
昇させた。したがって，特別会計分残高は， 70.2%から56.5%へ比重を低下させたのである。そのう
ち，新産都事業費や同交付公債に対する残高は36.4%から24.7%へ低下したが，第5次富山県総合
計画が推進しようとする内陸型工業団地建設等の中小企業近代化資金向けの残高が2.1%から5.8%
へ上昇し，それと関連した県下全域にわたる土地の再編成，農地・林野の転用促進等に対する公用
地先行取得事業費向けの残高も， 1.9%から5.3%へ上昇した。また，工業用水道事業費の累積欠損
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額補填をはじめ，のちに検討するように事業費の全面的補給のために，累積残高が3.5%から5.9%
へ上昇したと言える。
表4-3 県債借入先別残高構成
昭 和 45 年 昭 和 50 年
% % 
政 府 資 金 50.5 40.9 
公営企業金融公庫 15.1 4.1 
北 陸 銀 行 23.3 47.8 
その他の金融機関 0.1 2.7 
新産都交付公債 9.7 3.2 
共済組合その他 1. 3 1. 3 
計 10.。 100.0 
『富山県統計年鑑』より作品
以上のような県債の目的別残高に対して，これを借入先別残高構成によってみると（表4-3参
照ふきわめて特徴的なのは，償還期限も比較的長く，金利も 8%程度で最も良質の資金である政府
資金の比重が， 50.5%から40.9%へこの時期もひきつづき低下したのに対して，短い期限で，金利
も高く，金融情勢に左右されやすいという問題の大きい民間資金が上昇し，そのうちでも北陸銀行
の比重が23.3%から47.8%へ大きく上昇したことである。
このような県債の残高を，県民I人当りの負担額に計算してみると，昭和45年で54,806円，県内
サラリーマンの月給平均75,760円の72.4%にものぼり，これを平均4人家族でみると実に2.9ヶ月
分の給料にも達していた。そして，これが昭和50年に至ると， l人当り負担額は86,564円，月給平
均150,313円の57.3%，平均4人家族で2.3ヶ月分と，負担度は依然として大きな額のままであった。
この上に，国の借金，累積赤字国債の負担が加わるのである。
⑤ 財源の性格
以上の歳入について，その財源的性格についてみると，まず，一般財源の比重は，この期に48.2
%から46.1%へやや低下L，したがって特定財源が51.8%から53.9%へ若干上昇した。次に，自主
財源は， 41.2%から35.8%へ一層比重を低下させ，したがって依存財源が58.8%から64.2%へ比重
を上昇させた。このように，この時期，再び特定・依存財源を増大させ， ヒモっきタテ割り財源・
借金財政の度合いを深めた。日本列島改造論の富山県版・第5次富山県総合計画は，このような財
源的基盤の上で強行されたものと言うことができょう。
(3）一般会計歳出
① 目的別経費
昭和45～50年期の一般会計歳出構成・目的別経費については，表4-4に示される。これをみて
明らかなことは，第ーに，構成比中第l位の教育費の比重が24.3%から29.9%へさらに上昇， 2,7
倍の伸びて，全国平均をも上まわり，第2位の農林水産・商工費も全国平均を大きく上まわったが，
第3位の土木費がほぼ全国平均と同水準となり，以上の3大費目で経費の70%以上を占めたこと等
である。第二に明らかなことは，民生費・労働費が7.4%から5.2%へ低下して全国水準をも大きく
下まわり，また衛生費も，昭和46年5月の公害防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関
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表4-4 一般会計歳出構成
昭和 45 年 昭和 50 年
% % 
7.0 (10.2) 5. 2 (10.1) 
3.7 ( 9.4) 5.2 (12.4〕
4.2 ( 5.9) 4.3 ( 6.6) 
22.9 (12.8) 22. 8 (12. 1) 
20.4 (25.2〕 19. 3 (19. 3) 
12. 5 ( 5.6) 9.1 ( 5.6) 
24.3 (24.9) 29. 9 (25. 8) 
0.8 ( 6.0) 0.8 ( 3.7) 
3.6 ( 6.0) 3.4 ( 4.3) 
100.0 (100.0) 100.0 (100.0) 
37.0 (42.8〕 45.8 (49.2) 
31. 1 (36.1) 39.0 (42.0) 
2.3 ( 3.7) 2.2 ( 3.7) 
3.6 ( 3.0) 4.6 ( 3.5〕
51. 4 (41. 3) 44.1 (37.9〕
43.7 （……〉 38.2 （……〉
7.7 （……） 5.9 （……〕
11. 6 (15. 9) 10. 1 (12. 9) 
100.0 (100.0) 100.0 (100.0) 
表3-4 と同資料より作成。 （ 〉は全国平均。
昭和45～50年
の伸び
倍
l. 6 
3. 7 
l. 8 
2.2 
2.2 
l. 9 
2.1 
0.9 
2.9 
2.7 
2.2 
2.1 
2.2 
2.7 
2.8 
2.1 
2.8 
l. 9 
l. 9 
l. 7 
l. 9 
2.2 
する法律が制定され，同年には環境庁が設置された等の状況にもかかわらず，その比重は4.2 3ぎか
ら4.3%への推移にとどまり，全国平均をも下まわる低水準にあったこと等である。
② 性質別経費
以上の目的別経費についてみられる特徴は，同じく表4-4の性質別経費をみても同様のことが
浮き彫りになる。すなわち，この期間には，投資的経費が1.9倍の伸びにとどまったのに対して，
義務的経費の伸びは 2.7倍に増大はしたが，そのうち人件費の31.1%から39.0%への構成比は，全
国平均を下まわり，また扶助費も同様に全国平均以下であった。一方，投資的経費のうち，補助費
と単独費の割合は依然改善されず，むしろ単独費の比重は7.7%から5.9%へ低下し，伸びも歳出平
均を下まわるほどであった。
昭和49年の総需要抑制によって，国庫支出金や県債等の大幅削減の中で，富山県では，このよう
に経費の中でも，とりわけ民生費や衛生費，人件費をはじめ，生活関連投資を削減することによっ
F て，収支尻を合わせようとしていたことになる。
(4) 行政投資
産業関連投資に対する生活関連投資の割合について，これを全国水準と比較してみると，昭和44
～46年期の全国平均86%に対して，富山県は38%であったが，昭和48年に至ると，同年3月の自治
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表4-5 昭和48年度富山県の行政投資実績
計
国 費 県 費 市町村費
金 額｜比 率
億円 億円 億円 億円 % 
道 路 236.0 84.1 53.5 373.6 43.6 
産 港 湾 6.6 7.6 0.2 14.4 1. 7 
業 空 港 一 0.1 0.1 0.0 
関 農林水産業 114. 0 87.4 25.4 226.7 26.4 
連 工 業 用 水 6.7 14.7 0.3 21. 6 2.5 
投
金額l資 639.4 言十 ω 
比率｜ 56.8引 30.8列 12.4%1 100.0〆。／a 74.6 
億円 億円 億円 億円
都 市 言十 画 4.3 1. 2 10.3 15.8 1. 8 
生 住 宅 7.3 5.8 5.8 18.9 2.2 
活 環 境 衛 生 1. 9 2.6 19.9 18.4 2.1 
関 厚 生 施 設 6.0 6.0 12.4 24.4 2.8 
文 教 施 設 14.4 ~o. 9 50.8 86.1 10.0 
連 水 道 1. 2 3.8 26.8 31. 9 3.7 
投 下 水 道 4.5 0.2 1. 7 16.4 1. 9 
資 金額｜ 217.7 
言十 (B) 
比率l 18.4克l 19.5%1 62.1%1 100.0／。a 25.4 
合計 (A + B〕 億円l 億円｜ 億円l 億円403.3 239.3 214.5 857. 1 
{-c比率） 1. 0判 21. 6%1 170.4%1 34. 1メ。0／ 100.0 
地方財務協会『行政投資実績調査報告書』より作成。
省による「生活優先の地方財政長期ビジョン」が発表されたのと対応して，一層その格差は拡大し，
全国平均が97%へさらに改善されたのに対して，富山県の場合，逆に38%から34%へ低下し，引き
つづいて全国最低の水準を記録したことが判明する。
昭和48年度の富山県行政投資実績については，表4-5に示されるが，上記の34%は同表で具体
的にはB/Aの34.1%に示されている。ところで，表4-5においても明らかなことは，第一に，
出資主体別で，産業関連投資の場合では，国56.8%，県30.8%，市町村12.4%とし、ぅ順位であるの
に対して，生活関連投資では，市町村62.1%，県19.5%，国18.4%であったという点である。第こ
には，投資内容についてであるが，産業関連投資のうちでも，道路で43.6%を占め，農水費に26.4%
が投入されたことについてである。これは，昭和45年3月の第6次道路整備5ヶ年計画（10兆3500
億円）と対応した第4次富山県総合計画および第5次富山県総合計画における交通ネットワーグの
整備，つまり道路整備最重点策によって広域市町村圏内工業団地と中核都市のための基礎づくりと
教育，医療，清掃等，公共施設の広域的処理のための条件整備とにねらいがおかれたものであり，
また，農水費への26.4%の投入に関して言えば，中核農家方式推進や農地・林野の商工業用地への
転用推進に対応するものであった。たとえば，同年度の農水費の内訳をみると，農業費は全国平均
の27.0%に対して，富山県の場合， 18.0%であり，畜産費は全国平均7.6%に対して2.5%，水産費
は全国平均10.8%に対して5.1%，林業費は全国平均17.8%に対して16.3%と， いずれも富山県が
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青 年 の 家 資 金
寡 婦 福 祉 資 金
普 母 子 者霞 祉 資 金
桂台，美女間道路建設数受託事業
中小企業近代化資金
通 畜産経営特別資金
農 業 改 良 資 金
森 林 管 理 費
公用地先行取得事業
会 富山復興事業費
県 立 ザA主zー． 校 資 金
収 入 証 紙
計 立 山 荘
そ の 他
計
流通業務団地造成事業
収
元県営水力電気並鉄道事業
益 港湾施設事業
会 新産都市建設事業
計
計
i口斗 計
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表4-6 特別会計歳出決算
昭和 45 年
億円 % 
0.40 0.3 
0.36 0.3 
6.13 4.9 
14.96 12.0 
1.13 0.9 
0.44 0.4 
6.31 5.1 
0.55 0.4 
1. 44 1. 2 
13.41 10.7 
0.35 0.3 
0.90 0.7 
2.50 2.0 
5.75 4.6 
70.12 56. 2 
『富山県歳入歳書決算事項明細書』各年版より作成。
昭和 50 年 I 昭年和の4伸5～び50 
億円 % 倍
1. 50 0.6 3.8 
0.31 0. 1 一
0.59 0.2 1. 6 
一
36.92 15.5 2.5 
o. 54 0.2 
2.40 1. 0 2.1 
0.74 0.3 1. 7 
42.04 17.6 6.7 
一
2.03 0.9 1. 4 
28.83 12.1 2.1 
0.45 0.2 1. 3 
0.78 0.3 0.9 
2.5 
5.52 2.3 
19.39 8.1 7.8 
7.18 3.0 1. 2 
89.44 37.5 1. 3 
1. 6 
1. 9 
下まわったが，農地費のみは，きわめて特異で，全国平均36.8%に対して58.1%と高水準で、あり，
しかも，これは実に全国第1位であったことも，そのことの証左であったと言えよう。
第三に明らかなことは，投資内容において，生活関連投資の構成比と順位についてみると，文教
施設10.0%，水道3.7%，厚生施設2.8%等となっていたが，いずれもこれらは市町村費が60%以上
を占めており， 国の財源的措置の過少による超過負担のために， 市町村財政を圧迫したことであ
る。
(5) 特別会計
① 普通・収益会計
昭和45～50年期の特別会計歳出決算については，表4-6に示される。まず，普通会計では，第
5次富山県総合計画の重要な柱となる内陸型工業団地等の建設のための中小企業近代化資金に12.0
Mから15.5%の比重をかけて， 2.5倍に伸ばし，農地転用や工場用地造成のための公用地先行取得
事業には5.1%から17.6%の比重をかけて，実に6.7倍に急増させたこと等が顕著な点であったと言
える。
一方，収益会計における特徴としては，元県営水力電気並鉄道事業が比重を2.0%から8.1%に上
昇させ，7.8倍に伸ばしたことや，新産都建設事業が比重を低下させたこととは言え，依然として過
半を占めたこと，また，中小企業近代化と並んで，この期に流通業務団地造成事業が新たに登場し
国 産 支 出 金
歳 財 産 収 入
繰 越 金
預金利子，受託事業その他収入
県 債
入 繰 入 金 そ の 他
計
臨海工業用地造成事業費
歳 太関山住宅団地造成事業費
上水道建設事業費
工業用水道建設手当費
ふ頭用地造成事業費
出
計
戦後富山県財政の構造と展開
表4一7 新産都特別会計
昭和 45 年
億円 % 。 。
19.77 22.9 
18.61 21. 5 
9.19 10.6 
35.30 40.9 
3.53 4.1 
58.61 83.6 
9.29 13.2 
一
一
2.22 3.2 
「富山県歳入歳出決算事項明細書』各年版より作成
たこと等をあげることができょう。
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昭和 50 年 l昭年和の伸的び0 
億円 男6 倍
0.68 0.6 
30.35 28.4 1. 5 
28.23 26.4 1. 5 
5.05 4.7 0;5 
38.90 36.4 1. 1 
3.66 3.4 1. 0 
1. 2 
59.37 66.4 1. 0 
28.64 32.0 3.1 
一
一
1. 42 1. 6 0.6 
1. 3 
表 4-7は，新産都特別会計を示したものであるが，新産都事業は，収益会計の中でも，総需要
抑制の中で建設スピードをダウンさせ，歳出平均をも下まわる1.3倍の伸びであった。このことを
表4-7で具体的にみると，歳入構成では，県債が中心的地位を維持しながらも40.,9%から36.4%
へ比重を低下させ，伸びも1.1倍にとどまったのに対して，財産収入および繰越金の両項目で44.4
%から58.4%と比重を上昇させて1.5倍に伸ばし，歳入を維持していたことが分る。一方，歳出で
は，臨海工業用地造成が事業の中心であったが，その比重は83.6%から66.4%へ大きく低下させ，
これに対して太閤山住宅団地造成がこの期に3.1倍とし、う成長ぶりを示したので、あった。
②企業会計
表4-8 県公営企業会計決算（昭和50年〉
「＼ 収益的収支 資本的収支 利益剰余金収入｜支出｜利益 収入｜支出｜票時 ム損未金処理欠
億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円
病院事業会計 37,99 37.90 0.09 3.33 4.35 ム 11.24 
電気事業会計 18. 79 17.57 1. 22 0.72 7.13 1.15 
水道事業会計 2.34 2.10 0.24 24,70 26.34 4.32 0.25 
工業用水事業会計 5.42 5.67 ム0.25 30.49 30.44 2, 87 ム 0.40
地域開発事業会計 ー 0.03 0.03 
計 1.19 Iム 10.24
富山県自治体問題研究所編『富山県政の現状と課題』 250頁より作成
以上の特別会計（普通・収益会計〉に対して，表4-8に示される公営企業に対しては，これま
でも独立採算制による経営合理化が強く要請され，昭和50年5月にも自治省から公共料金の適正引
上げが通達されたが，昭和50年度の県公営企業会計決算によると，未処理欠損金を出したのは，病
-116一 戦後富山県財政の構造と展開
院事業と工業用水道事業であり，そのうち病院事業の欠損金11.24億円は，企業会計欠損総額10.24 
億円を上まわるほどであった。そこで，この2つの欠損を計上した会計について，若手堀り下げて
検討しておこう。
1. 病院会計
表4-9は，昭和50年度の県立中央病院収益的収支を示したものである。収入では，当然ながら
入院・外来収益等の医業収益が86.9%を占めていたが，医業外収益のうち「その他収益」の中心部
分が差額ベッド料3000万円で占められた点，注目すべきところであろう。支出では，医療サーピス
で成立つと言っても過言でない病院だけに，当然給与費が60%近くを占め，次いで医薬品等の材料
費が26.3%を占めた。また，医業外費用の1.46億円は企業債利息に充当された。このような収支の
結果，約500万円の赤字決算計上となったので、ある。
表4-9 昭和50年度県立中央病院収益的収支
金 額 比 率
億円 % 
医 入院収益 23.80 62.9 
収 業 外来収益 8.35 22.l 
収 その他収益 0. 70 1. 9 
益 計｜ 32.85 86.9 
業医外収
4.40 1. 6 
その他 0.56 1. 5 
入 益 計｜ 4.96 13.l 
i口斗 計 37.81 100.0 
給与費 22.48 59.4 
医 材料費 9.94 26.3 
支 業 経 費 2.48 6.6 
費 減価償却費 1.19 3.1 
その他 0.32 0.8 
用
計｜ 36.40 96.1 
出
医業外費用｜ 1. 46 3.9 
1日>. 計 37.86 100.0 
純 利 益 ム0.05
『昭和53年病院事業概要』より作成。
次に，表4-10は同病院の資本的収支をみたものであるが，これよりまず支出構成をみると，企
業債，他会計借入金，その他を含めた償還金に80%以上が当てられており，建設改良費は僅か19.1
%に過ぎず，しかも資本的収入3.32億円に対して支出4.35億円で，昭和50年度1年分だけでも差引
1.03億円の赤字決算となって，建設や改造を加えるとさらに借金が累増していくという構造となっ
ていたことが明らかである。こうして，昭和39年の創立から昭和50年までの11年間に11.24億円の
累積欠損金が計上された。 1年間に約1億円の赤字が累積したことになる。富山県政はこのような
逼迫経営の病院の起死回生を計るというのではなく，逆に医療サービス低下につながりかねない人
件費を切詰めさせ，補助金をケチリ，つまるところで赤字を計上させるという，まさに病院経営切
戦後富山県財政の構造と展開
り捨て，医療軽視の路線であったことが明らかである。
表9-10 昭和50年度県立中央病院資本的収支
金 額
億円
資本収的
A人C込 業 債 0.48 
出 資 金 1. 06 
他会計からの借入金その他 1. 78 
入
計 3.32 
資 建 設 改 良 費 0.83 
本 企 業 債 償 還 金 0.73 
的 他会計借入金償還金 2.74 
支 そ の 他 償 還 金 0.09 
出
計 4.35 
差 ヲl ム1.03 
『昭和53年病院事業概要』より作成。
2. 工業用水道会計
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比 率
% 
14.5 
31. 9 
53.6 
100.0 
19.1 
16.8 
63.0 
2. 1 
100.0 
病院会計と好対照なのが工業用水道会計であった。表4-11には，昭和46年の給水開始から昭和
50年に至る同会計の収支状況が示される。これによると，まず事業収益の大半は料金収入であった
が，収益と費用の差引（A-B）は0.69億円の赤字から0.25億円の赤字に減少し累積欠損額も0.69
億円から0.40億円へ減少したことが分る。 しかし， 病院経営とは異り，工業用水道事業において
は， Im当り 6円から7円としづ超低価格で，しかも給水量を制限するどころか，一層増量させて
赤字決算を出しても，県からの繰入れによって快万乱麻の欠損金補填が行われるという，まさしく
般様事業であった。したがって，表4-12の資本的収支をみると，企業債52.4%と国庫補助金44.9
Zという主要な収入を資本に，病院事業と異なり， 93.8%とし、う圧倒的部分を建設改良費に投入し
て和田川および神通川工業用水道建設事業を推進し，一層給水量を増大させて臨海工業地帯造成に
ともなう給水対象の企業を増加させていったことが明らかである。
表4-11 県工業用水道事業の収支状況
昭 和 46 年 昭 和 50 年
億円 億円
事 業 収 益 ω 0.35 5.42 
う ち 料 金 収 入 0.25 3.34 
事 業 費 用 (B) 1. 04 5.67 
A B ム0.69 ム0.25
累 積 欠 損 額 ム0.69 ム0.40
給 水 量 （平均rJ／日〉 20016ni' 204240ni' 
1 ni' 当 り 料 金 6円 7円
給 水 企 業 数 6社 20社
「県営工業用水道事業の給水料並びに収支状況」および『県営工業用水道事業の概要』より作成。
3. 企業会計の特徴
以上の検討から企業会計の特徴について考えると，それは第一に，企業債依存を増大させ，累積
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表4-12昭和49年度県工業用水道事業の資本的収支
金 額 比 率
資
億円 % 
企 業 債 10.3 52.4 
本 長 期 借 入 金 0.05 0.3 
的 国 庫 補 助 金 8.86 4.9 
工 事 負 担 金 0.49 2.4 
収 受託工事収入 。 。
入 計 (A) 19. 73 10.0 
資 建 設 改 良 費 28.54 93.8 
本 企業債償還金 1.87 6.2 
的 投資および貸付金 0.01 0.0 
支 受 託 工 事 費 。 。
出 計 (B) 30.42 10.。
A B ム10.70
『第71回財政概況』（県報別冊〉より作成。
欠損金を増大させると同時に，市中銀行，とくに北陸銀行への依存を深めたことである。たとえば，
昭和50年の工業用水道事業の場合，企業債の30.8%，一時借入4.6%，計35.4%が北銀依存であった
しく第71回財政概況〉，県水道事業でも同様に20%近くが北銀からの借入であった。第二の特徴は，
人口増大し，工場造成による企業誘致の進行とともに，病院や工業用水道がますます設備の増改築
や建設事業の促進の必要性に迫られたが，それだけ一層借入にともなう負担が増大したことである。
また，第三の特徴としては，この場合，「健全経営」や経営の「合理化」のための企業性・採算性が
重視されればされる程ど，県民生活に直結する病院や上水道のサーピスが低下せざるを得ないのに
対して，工業用水道の場合は，低料金と国・県の手厚い補助によって一層建設が進むという両者の
格差が増々歴然としてきたことであった。
(6) 地方公社
①県内公社の概況
昭和56年現在で県出資の公社27のうち，設立が昭和41～45年期であるもの5公社（18.5%），昭和
46～50年期10公社（37.0%），昭和51年以降8公社（29.6%）であった（表3-12参照〉。昭和46年以降
に67%が集中していたことになる。表4ー 13は，昭和50年における県内事業分野別公社の設置状況
｜首葉｜住宅｜観光｜葉益｜商工｜審堂｜喜劇委主｜公害｜ω ｜計
県 li:I ,:I •. :I 1!l ".:I 11:I 7.:I ,:I ,:I 7.:I ":J 27 10.。
市町村＼：：＼判 7.~ ¥ 1s.: I ~ I ~ I 15.: I ~ I 7.~ I ~ I 3. ~ 
合計I:: I 26~： I 5.~ ¥ n.: I 9.: I 5.~ I 1.: I 1.~ I 5.~ I 3.~ I 18~ 
26 
10.0 
53 
10.0 
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を示したものであるが，これによると県関係では，農林水産，および商工関係に23.6%，福祉衛生
関係に7.4%，観光関係7.4%であったのに対して，市町村関係では，地域開発に13公社50%が集中
していた。この13公社は，公有地拡大法による 8市5町（魚津市を除く〉の土地開発公社であり，
昭和40年後半から50年代にかけて，まさしく第5次富山県総合計画に呼応して設立されたものであ
っTこ。
② 道路公社
富山県関係の公社について，その代表的公社を若干取りあげてみると，国の特殊法に基づいて設
立される特殊法人として，まず昭和46年4月設立の県道路公社があげられる。同公社の出資金7億
円は県に限定されていたが，この他にTKA （立山・黒部・有峰観光会社〉からの桂台～美女平道
路買収資金23.3億円，および追分～室堂間道路買収資金3.4億円，合わせて26.7億円のうち， 20.2
億円を銀行借入（30年期融資〉で出発しており， 30年間の有料道路収入で管理費，借金，利子等を
償却する予測が立てられたものであった（「昭和56年3月業務概要説明書」〉。
このような公社について，県当局からみたメリットとしては，県予算以外の民間資金を導入する
ことができ，しかも起債以外の借入が可能であることや，事業内容に関して議会での審議の必要が
なくて報告のみで済すことができ，先行投資が可能であること等にあった。ところが，営業開始後，
マイカ一入山規制等で収入の大幅減少が早くも明らかとなり，昭和46年度返済金が元金0.22億円，
利息1.4億円計1.86億円に対して， 収入1.00億円見込としても0.86億円もの不足となり， 県から無
利子で融資という事態に至って，このように負置が増加するだけの道路公社のあり方が問題になっ
てきたので、ある（北日本新聞・昭和46年10月7日〉。
③ 土地開発公社
同じく特殊法人として昭和48年5月に設立された県土地開発公社についてみると，まず，職員構成
では，多くの公社と同様に昭和48年で県職員14人，公社専任5人〈その他，外駐登記職員36人）で，
県からの出張が多く，理事長〈知事の兼任〉以下理事19人と役職数が職員数を上まわった。資産は
表4-14 県土地開発公社の用地取得・造成管理業務
昭和 48 年 昭和 52 年
億円 % 億円 % 
公社主体業務 7.43 19.0 15.69 21. 9 
県 委託業務 7.17 18.3 32.73 45.7 
県委託資金業務 10.77 27.5 1. 32 15.8 
他団体委託資金業務 13.78 35.2 1. 89 16.6 
計 39.15 100.0 71. 63 100.0 
『富山県土地開発公社事業概況』（昭紅54年〕より作成。
100万円であるが， 表 4ー 14にみられるように， 事業は，県の下請業務の比重が多く，昭和48年か
ら同52年にかけて45.8.9ぎから61.5%へ増大し，用地取得，工場用地等の造成を主な業務内容とする
ものであった。つまり，県の開発事業を公社という形態（擬装〉によって，一定程度自主的に促進
させることが主なねらいだったことになる。
④造林公社
以上のような特殊法人に対して，民法34条等にもとづく公益法人としては，昭和41年5月に設立
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された社団法人造林公社がある。まず，その出資金をみると，昭和41～47年の累計では富山県が89
%を占めており，その他11%が緑故機関であった。その聞に造林事業は 2,840ヘクタールに及んで
いる（「公社造林15年のあゆみ」〉。
⑤ 農地開発公社
昭和47年8月設立の社団法人農地開発公社の事業は，その90%が農地保有合理化促進事業で占め
られていた。つまり農地売却を農地委の斡旋を通じて公社が仲介し，中核農家へ転売または貸付を
行う業務なのであった。まさしく富山県総合計画における農地流動化政策の下での中核農家方式を
一層促進させる重要な役割の一環を担うものであったと言えよう。
こうした社団法人の特徴については，普通会計や公営事業会計に属さない法人として，銀行借入
を自主的に行うことができ，起債統制による制約からも脱却できるという資金調達上の便宜をテコ
として，県事業を相対的独自性をもって推進していくことにあったと言うことができょう。
以上みてきた県財政は，昭和50年度には，昭和48年の石油危機，翌49年の総需要抑制等の影響を
受けて，歳入1621.7億円，歳出1623.8億円で差引2.1億円の赤字計上となった。同年には県職員の
昇給延伸等の犠牲をともなったが，翌日年には一転して黒字となった。しかしその原因をみると，
法人事業税が予想以上の伸びであったこと以外，県債残高220億円の増大という借金財政による黒字
貢献であったことや，必要経費の抑制，とくに県内町村会から撤廃要求が提出されるほどの県補助
金のー率10%カットや受益者負担の強化によること等，富山県財政の危機的構造が必ずしも好転さ
れた結果で、はなく，むしろ住民生活の危機を一層深刻化させる中での黒字決算の計上だったので、あ
る。
別表1 富山県財政の会計別構成 （金額単位億円〉
歳 入 歳 出
一般会計 特別会計 ｜ 総 言十 一般会計 特別会計 総 計
額 ｜比率 額｜比率額 ｜比率 額 l比率 額 ｜比率 額 ｜比率
昭和 20 年 1. 05 90.5 0.11 9.5 1.16 100.0 0.92 92.9 0.07 7.1 0.99 100.0 
昭和 25 年 39.76 96.4 1. 48 3.6 41. 24 100.0 38.94 96.5 1. 41 3.5 40.35 100.0 
昭和 30 年 86.35 90.8 8.76 9.2 95.11 100.0 85.39 90.8 8.62 9.2 94.01 100.0 
昭和 35 年 160.41 91. 4 15.05 8.6 175.46 100.0 150.77 91. 6 13.79 8.4 164.50 100.0 
昭和 40 年 346. 71 88.8 43.63 11. 2 390.34 100.0 341. 63 90.3 36.79 9.7 378.49 100.0 
昭和 45 年 743.81 83.4 147.33 16.6 891. 14 100.0 734.27 85.5 124.75 100.0 
昭和 50 年 1621. 78 85.8 267.79 14.2 1889.56 100.0 1623.90 87.2 238.66 12. 1862. 56 100.0 
倍 倍 倍 倍 倍 倍
昭和20～25年 37.9 13.4 35.6 42.3 20.1 40.8 
仲 昭和25～30年 2.2 5.9 2.3 2.2 6.1 2.3 
昭和30～35年 1. 9 1. 7 1. 8 1. 8 1. 6 1. 8 
昭和35～40年 2.2 2.9 2.2 2.3 2.7 2.3 
び 昭和40～45年 2.1 3.4 2.3 2. 1 3.4 2.3 
昭和45～50年 2.2 1. 8 2.1 2.2 1. 9 2.2 
『富山県史現代・統計図表」 32頁より作成。
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別表2 富山県財政目的別歳出（一般会計〉構成の変遷
｜昭和 20年｜昭和 25年｜昭和 30 年｜
議会費・総務費 5. 7 
% 
民 生 費
労 ｛動 費
0.8 
衛 生 費 0.4 
農林水産業費
24.7 
商 工 費
土 木 費 17.1 
消 防 費
2.5 
警 察 費
教 育 費 15.9 
そ の 他 33.2 
公 債 費 3.7 
i日'" 計 100.。
『富山県史現代・統計図表』 36～7頁より作成。
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